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概要書
本論文の第一章は、研究背景、問題意識および研究目的についてのものである。主な
内容としては、世界一の中国自動車市場の沿革、現況である。そして、市場で競争して
いる自動車企業の概況を紹介した。次に、研究の問題意識を述べた。日本の自動車企業
がシェアの低下しつつあることは、政治的な外部要因が主要原因ではない、そもそも企
業自身に課題がある、その課題を解決すべきだと主張する。研究目的は、ケース分析を
通じて、これからの中国市場で、日本自動車企業をどのように組織能力を構築していく
かを示唆することである。
本論文の第二章は、中国自動車市場に関する先行研究である。中国の自動車産業の歴
史をまとめたうえで、自動車の分類方法を詳しく紹介した。さらに、乗用車市場で、販
売量の内訳を説明した。最後、中国の消費者が乗用車を買う際に何に基づいて、決定を
するかを述べた。
本論文の第三章は、主に組織能力とマーケティングの先行文献をまとめた。組織能力
に関する概念を整理し、「経営資源と異なる」概念としてとらえる。また、マーケティン
グ力とは、企業の部分的な組織能力であることを強調する。最後、本論文の独自のマー
ケティング力に対する定義を行った。
本論文の第四章は、自動車のマーケティング過程について、先行研究と異なる見解を
提出した。本論文の自動車マーケティング過程を提出し、ケース・スタディのフレーム
ワークとして使用する。さらに、マーケティング力とブランドとの関係性を整理し、自
動車のマーケティング過程と統合し、ケースを分析した。
本論文の第五章は、今後日本自動車企業の組織能力構築への示唆、本論文の貢献点と
不足点、謝辞から構成している。
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1第一章 はじめに
第一節 研究背景、問題意識と目的
１．研究背景
（１）自動車産業の重要性
製造業景況指数 ISM は、アメリカ ISM(Institute for Supply Management:供給管理協
会）が発表する製造業における景気転換の先行指標である。景気転換の重要先行指標と
して関心が高い指標である。要は製造業の動きが一国の景気に影響を与え、波及効果が
大きい。ここで、製造業を代表する自動車産業1を重点に置きたい。
「一台の車は、２万～３万点の部品から構成する」とよくいわれるように、自動車産
業は、関連産業が多く、波及範囲が広い。長大な産業チェーンから成り立っており、川
上から川下まで数えると、およそ 150 余りの産業が関わり合っていると言われる。産業
チェーンの川上は、主に鉄鋼産業、機械設備産業、非鉄金属産業、電子デバイス産業、
ゴム産業、ガラス産業などの各産業によって構成されている。一方、川下は、主に道路
建設業、運送業、金融業、保険業、メンテナンス業などが含まれる。自動車業界は産業
同士の関連度が高く、高効率の業界だと言える。技術開発、生産、流通、マーケティン
グ、アフターサービスなど、製造業の中で、どれでも相当な投資額や雇用が必要とされ
る。図１で表すと、以下のようになる。各産業をプレーヤーとみなせば、自動車が消費
者に行き届くまで、各プレーヤーがお互いに影響し合うことが分かる。たとえば、川下
のディーラーが、毎年販売した自動車の数量が、いくつかのプレーヤーに影響される。
完成車メーカーを挙げてみると、かれらが製造した自動車の質、また本来のブランド力
に影響される。また政府、広告会社、金融機関というプレーヤーにも影響される。図１
は、自動車産業が多数の産業と深く関わることと、自動車産業の川上、川下、特に川下
で各プレーヤーの間の関連性を示している。
1本論文では、四輪自動車を注目する。
2図１ 自動車産業の川上と川下
出典：「中国自動車業界市場調査報告書」（上海発） 13ページの図に基づき、筆者作成
また、世界主要な経済体、ヨーロッパ、日本、アメリカでは、自動車産業の影響力が大
きい。図１が示しているように、2011 年、各セクターに対する R＆D 投資を見てみると、
アメリカが自動車産業に対する投資は、総投資額の７％を占める。日本とヨーロッパが自
動車産業に対 R＆D投資が第一位の２５％であった。全業界に対する R＆D投資が 100 ドル
であれば、２５ドルは自動車に投資した。図２は、ヨーロッパ、アメリカ、日本において、
各セクターの R＆D投資シェアを示すものである。
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3図２ メイン地域で各セクターの R＆D投資シェア 2011
出典：ヨーロッパ自動車製造協会「The Automobile Industry Pocket Guide2013」
雇用に関しては、ヨーロッパが、直接関係雇用の７．３％と間接関係雇用の２．７％
を含め、製造業の雇用人口の１０％を占める。日本では、国民の８．８％の人口は、自
動車産業と関わっている。自動車産業は、これらの国の経済発展のエンジンともいえる。
アメリカでは、自動車関係の雇用は、製造業の全人口の３．３％を占める2。
（２）成熟市場と新興市場の乗用車と商用車市場概況：世界一位の中国自動車市場
自動車産業は、ヨーロッパ、日本とアメリカにとって、重要な産業であるが、ヨーロ
ッパ、日本とアメリカの国内自動車市場が、成熟市場となっている。新車販売量が年々
減少している。一方、新興市場,BRICS と呼ばれている中国、インド、ブラジル、ロシア、
そして ASEAN の自動車市場は、右肩上がりしている。中国の自動車市場を紹介する。
一言でいえば、中国は、アメリカを抜き、自動車販売台数が世界一になった。２００
９年、世界不況の震源地であるアメリカと違って、「V型」の回復があった。２０１０年
に入って、アメリカの４８１万台を大きく抜いて、中国が、世界一の市場になった。中
国の自動車市場は、１３億の人の巨大な規模を持っているが、２０００年頃までは、一
人当たりの国民所得や購買力が小さく、トラックを中心とした閉鎖的な市場であった。
それ以降、開放政策への転換や WTO への参加をきっかけとして、経済成長が加速し、自
動車市場は年率二桁で成長していた。沿海部大都市地域を中心に、「モータリゼーション」
2「Automobile Industry Pocket Guide2013」の内容により、筆者がまとめたものである。
4の局面に入った。自動車のモータリゼーションは、一人当たり国民所得が３００ドル程
度になると、普及のテンポが加速するといわれる。その動きが、沿海部の大都市地域を
中心次々に立ち上がっていくとされる。
具体的な発展状況を図表で説明する。
図３は、2001 年から 2012 年まで、地域別に乗用車3（passenger car）の生産量を比
較するものである。
図 3 世界乗用車生産量の国際比較 2001－2012
出典: ヨーロッパ自動車製造協会「The Automobile Industry Pocket Guide2013」
乗用車の総生産量は、地域別から見て、2000 年代中盤までは、ヨーロッパと日本が圧
倒的多い結果となった。2008 年以降、中国の乗用車生生産量が日本を抜いて、第二位に
なった。2012 年は、ヨーロッパを抜いて、第一位になった。
乗用車のほか、図４で商用車（commercial vehicle）の生産量も簡単に紹介する。
図４ 世界商用車生産量の国際比較 2001－2012
3 自動車の分類は、使用目的によって、乗用車と商用車に分けられる。
5出典: ヨーロッパ自動車製造協会「The Automobile Industry Pocket Guide2013」
商用車の総生産量に関しては、アメリカが一位であることが明白である。続いて中国
は第二位、ヨーロッパは第三位であった。日本 2012 年の生産量は、タイとほぼ同等の生
産量で、第四位であった。
図３、図４から、以下のことが分かった。日本とヨーロッパの乗用車生産量が多い一
方で、アメリカの商用車生産量が多い。そして、中国は両方とも多い。日本、ヨーロッ
パ、アメリカの国内乗用車生産量の上昇はあまり強くない。中国は乗用車と商用車両方
上昇する傾向が強く、近年常に 3位内を維持している
また、新車登録数を見てみる。表 1は、2012 年中国、日本、アメリカ、ヨーロッパに
おいて、新車登録数を示すものである。表２は、2012 年地域別新車登録の割合を示すも
のである。
表１ 2012 年地域別新車登録数 単位：千台
中国 日本 アメリカ ヨ ー ロ ッ
パ
乗用車 13,239 4,572 14,440 16,257
商用車 6,065 797 346 2,316
出典：ACEA4, VDA5 - 2013 のデータに基づき、筆者作成
4 Association des Constructeurs Européens d'Automobiles：ヨーロッパ自動車協会
5 Verband der Automobilindustrie,ドイツ自動車産業を代表するグループ
6表 2 2012 年地域別新車登録の割合
中国 日本 アメリカ ヨ ー ロ ッ
パ
乗用車 19.2% 6.6% 20.9% 23.5%
商用車 46.6% 6.1% 2.7% 17.8%
出典：ACEA, VDA - 2013 のデータに基づき、筆者作成
表１と表２から、以下の 3つの点が明らかになった
〇 2012 年登録した乗用車のランキング：ヨーロッパ、中国、アメリカ、日本
〇 2012 年登録した商用車のランキング：中国、ヨーロッパ、日本、アメリカ
〇 乗用車と商用車を合わせて、2012 年中国の登録車数総計的に一位であった
成熟市場のヨーロッパ、日本、アメリカの生産量はまた多い。しかし、新車登録数が
年々減少している。中国では、景気減速ともいわれるが、自動車市場は、拡大する一方
である。2012 年登録した車から見ると、世界一位の自動車市場となった。
（３）中国市場で外資系自動車企業の競争：日本車とドイツ車の競争
中国自動車市場には、合計１００社を超える企業が参入している激しい競争が存在し
ている。参入企業を大別すれば、ヨーロッパ、日本、アメリカ、韓国などのグローバル
企業が大手中国資本系との合弁会社（外資系）と、多数参入している民族系の競争であ
る。したがって、中国で、中国市場に参入している完成車メーカーは、中国資本系メー
カーと外資系メーカーに分類される。中国資本系メーカーはさらに、中央政府もしくは
地方政府によって、設立された国有系メーカーと、それ以外の民族系メーカーに分けら
れる。なお、外資系メーカーは中国資本系メーカーとの合弁会社設立以外による市場の
参入は禁じられているため、主に国有系メーカーとの合弁会社となっている。つまり、
本論文でいう「外資系メーカー」、「中外合資メーカー」、あるいは「外資系車」というの
は、中国国外のメーカーが中国資本系メーカーと設立した合弁会社である。たとえば、
上海汽車有限会社とフォルクスワーゲングループが設立した「上海大衆汽車有限公司」、
東風汽車有限会社と日産ルノーが設立した「東風日産乗用車公司」などである。「民族系
メーカー」とは、中国資本系で自動車を独自生産販売するメーカーである。たとえば、
「吉利汽車」である。
7乗用車生産のシェアで見れば、外資系六割、民族系四割の構成を持っている。しかし、
近年、政府の支持政策や、内陸部自動車市場の拡大など、民族系のシェアが増加しつつ
ある。外資系は、中型車、大型車の中高級車のセグメントで高いシェアを持ち、民族系
は、小型車の低価格車のセグメントに強みを持っている。
中国の自動車産業は、発展歴史が短く、近年急速に成長しているが、技術的に外資車
と比較できるレベルではないと思われる。よく「三大、三小、二微」というキーワード
で中国の自動車産業を説明する。三大は、第一汽車グループ、上海汽車グループ、東風
汽車グループである。この３社を重点的に育成して業界の再編を進める。三小とは、北
京汽車グループ、天津汽車グループ、広州汽車グループである。技術的な提携や、国民
の需要を満たすため、この六社は積極的に外資自動車企業を合弁してきた。
合弁した企業の中、トップ・メーカーとしては、上海 VW、一汽車 VW を抱えるヨーロ
ッパのグローバル・リーダー企業、フォルクスワーゲン（VW）である。同社は、外資系
の中では、参入が最も早く、１９８３年に上海汽車と合弁で上海 VW を設立した。この上
海 VWが中国で流行した「サンタナ」を生産していた。その後、中国市場を開拓して、ト
ップ企業の地位を確立した。
その後は、１９９８年に本田技研工業が、広州汽車と共同で、アコードの生産を開始
した。また１９９９年には、GM が上海汽車と共同で上海 GM を設立した。トヨタ自動車
も、２０００年に、第一汽車との合弁生産にこぎつけた。
つまり中国市場は、２０００年前後、日欧米、韓国の自動車メーカーが次々に参入し、
企業間の競争を始めた6。
この中外合資企業の中で、中国自動車工業協会の統計も、一般の消費者も、「ヨーロッ
パ車」あるいは「ドイツ車」、「日本車」、「アメリカ車」、といった三つの分類または呼び
方は普通である。販売台数7として、ドイツ車は、ヨーロッパ車の中圧倒的な優位を持つ
ため、統計上は、「ドイツ車8」というカテゴリーがよくみられる。したがって、ここは、
6 土屋（２０１０）『世界自動車メーカー どこが生き残るのか』第二章に基づき、筆者がま
とめたものである。
7 主に中国で生産し、中国で販売する車の台数を指す。理由は論文の第二章に詳しく説明して
ある。
8 ここ説明しておきたいのは、ヨーロッパ自動車産業のうち、フランスやイタリアの自動車産
業の発展歴史や技術が優れたが、現代、ドイツの自動車産業の影響力が大きい。なぜかというと、
2012 年、
① 自動車の組み立てと生産プラント（Automobile assembly and production plants）がド
イツに 46 か所で一位である。
8「ドイツ車」を使用する。中国において、地域別で代表的な企業として、ヨーロッパ車
は、フォルクスワーゲングループ（Volkswagen Group）、ダイムラー（Daimler AG）、BMW
（Bayerische Motoren Werke AG）などが挙げられる。日本車は、トヨタ自動車、日産自
動車、本田技研工業等が代表的な企業である。アメリカ車は、ゼネラルモーターズ
（General Motors Corporation）、フォード・モーター（Ford Motor Company）、クライ
スラー（Chrysler Group LLC）がよく知られている。
現在、モータリゼーションの第二ランドを迎えていると思われる。顧客層は、一部の
高所得層から、中間所得層へと広がる傾向がある。また、地域的には、一部の沿海部の
大都市を中心とした地域から、内陸部の中小都市へと広がる傾向も見せている。そのた
め、車に対する中国消費者の需要は、多様化になるであろう。小型車、低価格者のセグ
メントが拡大する。それらのセグメントは、民族系が得意とした分野であるが、今後、
外資車も進出することが予想されている。
中国自動車産業の初期には、法人用、商用の自動車を中心として発展してきた。中国
の国家発展改革委員が、１９９４年に出した第九回五年計画で、個人の自動車保有を認
め、かつ５０％までは外資の参入を認めるとしたことは、以前法人需要と商用車中心で
あったことを改め、個人需要を拡大し、乗用車を中心とする生産体制をとった。そこか
ら、中国で、あまり見かけられない個人の乗用車が、徐々に普及してきた。特に WPO に
参加した２００１年から、爆発的な成長を遂げた。
2012 年世界範囲で登録した商用車の中、４６．６％は中国で登録し、重要なセグメン
トであるが、本論文では、中国消費者の日常生活と強くかかわっている、企業のマーケ
ティング力を研究するのに適切である、といった二つの理由で、ケース・スタディは、
乗用車市場を選択した。
近年各外資車の市場シェアの傾向は、ドイツ車とアメリカ車の市場シェアが上昇する
傾向が見え、日本車のシェアが減少するとみられる。アメリカ車のシェアの変動があま
り大きくないが、ドイツ車と日本車の市場シェアの食い合い現象が明らかである。具体
的なテータで説明する。2010 年から 2013 年まで国別で自動車の販売台数をみてみると。
表３と表４は、各国自動車企業の販売台数と占める割合を示すものである。
② ヨーロッパ全体的に不景気の中、ドイツの自動車生生産量が 5,649,269 台で、新車登録数
が 3,394,002 台で、ヨーロッパで圧倒的な一位である。
③ 自動車産業と関連する雇用人口も一位である。
9表３ 中国における２０１０－２０１３（１－１０月）各国自動車企業車9販売台数
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
ドイツ車 197.49 万 238.47 万 285.74 万 246.23 万
日本車 268.84 万 280.40 万 254.20 万 169.03 万
ア メ リ カ
車
141.21 万 159.17 万 181.20 万 154.93 万
出典：中国自動車工業協会の統計資料に基づき筆者作成
表４ 中国で２０１０－２０１３（１－１０月）各国自動車企業車市場シェア
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
ドイツ車 14.36% 16.5% 18.4% 25.37%
日本車 19.54% 19.4% 16.4% 17.42%
ア メ リ カ
車
10.26% 10.9% 11.7% 15.96%
出典：中国自動車工業協会の統計統計資料に基づき筆者作成
表３と表４から、中国市場で、外資車の市場シェアは、日本車かドイツ車かが常に一
位と二位にあるのは分かった。また、長期的な市場シェアを見てみる。2002 年-2012 年
のデータから、日本車とドイツ車は、市場シェアを奪い合っている関係が分かる。
9 説明がない限りに、車といった場合、乗用車かつ新車を指す。
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図５ ２００２年-２０１２年国別で市場シェア比較
出典： http://auto.gasgoo.com/data-analysis/10
グリーン色が日本車で、ブラウンがドイツ車、そして一番下にあるオレンジ色が国産
車のシェアである。図５から、以下の 3点が明らかになった。
〇 2004 年までに、ドイツ車がリードした。
〇 2008 年が日本車のピークであったが、それ以降シェアが減少する傾向が見えた。
〇 2005 年-2011 年の間、日本車がリードした。2011 年からドイツ車が逆転する傾向
がある。
つまり、ドイツ車と比べ、日本車の市場シェアが減少している。
２．問題意識
日本車の市場シェアが減少している、また日本車が中国市場での人気が減る、という
現象はなぜ生じるのか。日本の新聞報道などでは、以下のように解釈している。
（１）中国の景気減速
（２）中国メーカーの低価格競争にさらされ、利益減少か競争に負けた
（３）中国人件費の上昇
（４）中国人の反日デモを背景とした販売不振
特に 2012 年の反日デモが、大きな要因ととらえている。
しかし 2012 年に起きた反日デモや不買運動が要因なのか、それとも、そもそも中国市
場での日本車メーカーが、内面的な原因があって、市場シェアが落ちたか、について、
10 中国語で「盖世汽车网」本論文データの出所の一つ。英語のホームページ：
http://autonews.gasgoo.com/data-center/
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本論文では分析する。
企業の競争優位性は、組織能力と関連性があると、資源ベース理論で主張される。さ
らに、組織能力という概念は、マーケティング力といった部分的な組織能力も含まれて
いる。日本において、多数の製造業に関する先行研究は、研究開発、生産に関するもの
であった。確かに日本の製造業の強みは、研究開発、生産にある、過去の成功の原因に
もなっていた。しかし、川上である研究開発と生産は、企業のすべての活動ではない。
マーケティング力といった川下の活動を研究する必要がある。したがって、組織能力の
アプローチから、中国で日本車の競争優位性を分析する。
３．研究目的
（１）日本自動車企業とドイツ自動車企業の競争優位性を解明したい。
（２）特に、ドイツ車と比べて、日本車の市場シェア、あるいは人気が減っていると
いう現象に対して、部分組織能力であるマーケティング力のアプローチから分析する。
（３）段々厳しくなってきた中国市場で、将来、日本車が改めて一位のシェアを取り
戻すため、組織能力を如何に構築すべきかを議論したい。
第二節 リサーチ・デザイン
１．中国における自動車市場の現状分析
中国で、比較的に消費者や専門家に信頼されている車雑誌や第三者である車に関する
ウェブサイトの車に関するデータを収集して、分析する。
２．文献調査
組織能力とマーケティングに関する理論のアプローチから、企業の競争優位性を説明
する。
３．ケーススダディ
日本自動車企業とドイツ自動車企業を対象にする。中国市場での競争優位性の変化を
理論的な視点から分析する。今後の日本自動車企業の組織能力如何に構築するかを提示
したい。
第三節 本論文の構成
本論文の第一章は、研究背景、問題意識および研究目的についてのものである。主な内
12
容としては、世界一の中国自動車市場の沿革、現況である。そして、市場で競争してい
る自動車企業の概況を紹介した。次に、研究の問題意識を述べた。日本の自動車企業が
シェアの低下しつつあることは、政治的な外部要因が主要原因ではない、そもそも企業
自身に課題がある、その課題を解決すべきだと主張する。研究目的は、ケース分析を通
じて、これからの中国市場で、日本自動車企業をどのように組織能力を構築していくか
を示唆することである。
本論文の第二章は、中国自動車市場に関する先行研究である。中国の自動車産業の歴
史をまとめたうえで、自動車の分類方法を詳しく紹介した。さらに、乗用車市場で、販
売量の内訳を説明した。最後、中国の消費者が乗用車を買う際に何に基づいて、決定を
するかを述べた。
本論文の第三章は、主に組織能力とマーケティングの先行文献をまとめた。組織能力
に関する概念を整理し、「経営資源と異なる」概念としてとらえる。また、マーケティン
グ力とは、企業の部分的な組織能力であることを強調する。最後、本論文の独自のマー
ケティング力に対する定義を行った。
本論文の第四章は、自動車のマーケティング過程について、先行研究と異なる見解を
提出した。本論文の自動車マーケティング過程を提出し、ケース・スタディのフレーム
ワークとして使用する。さらに、マーケティング力とブランドとの関係性を整理し、自
動車のマーケティング過程と統合し、ケースを分析した。
本論文の第五章は、今後日本自動車企業の組織能力構築への示唆、本論文の貢献点と
不足点、謝辞から構成している。
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第二章 先行研究
第一節 中国自動車市場
１．中国自動車市場の沿革
中国自動車業界の発展については、大まかに次の 3 期に分けることができる。
第 1 期は、1953 年の創生期から 1978 年の改革開放前までを指す。自動車業界発展
の基礎が築かれた時期であり、長春第一汽車の創立が、この時期における代表的な出来
事である。第一汽車は 1953 年に設立され、1956 年、第一号の生産車となる「解放」が
製造された。
第 2 期は、1978 年から 20 世紀末までを指す。中国自動車業界が大きく発展を遂げ
た時期であると同時に、業界全体のシステムが構築された時期でもある。乗用車からト
ラックまで、業界全体が成長軌道に乗り始め、中国自動車業界にとっては、経済体制の
計画段階から実際の市場に目を向け始めるターニングポイントであったと言える。
第 3 期は、21 世紀以降、即ち、中国の WTO（世界貿易機関） 加盟後を指す。自動
車業界のみならず中国経済そのものが爆発的に伸び、中国国民の購買力の高まりに伴い、
自動車業界の市場規模、生産規模が急速に拡大していった。この 10 年という期間で、
中国自動車業界は安定した成長ラインを描き、その勢いは今なお維持されていると言え
る11。
2001 年から 2010 年までの中国自動車市場における販売台数規模は、年平均成長率
25.4％で急速かつ大幅に拡大しており、生産台数規模も同様の傾向にある。生産元と販
売先という観点から見ると、生産、販売台数が増加し続けている中で、生産に対する輸
出の割合及び販売に対する輸入の割合は、両方とも非常に低い。つまり、現在の中国自
動車市場は、中国国内で生産し、中国国内で販売するという。輸入車は依然として、国
内の自動車市場を補完する存在であり、その内訳も高級車や個性的なモデルがメインで
ある。乗用車と商用車のセグメントで検討すれば、乗用車のシェアは急速に拡大する趨
勢に大きな変化はない12。
11 「中国自動車業界 市場調査報告書」（上海発）（日本貿易振興機構、2012 年 3 月）９ページ
の内容に基づき、筆者がまとめたものである。
12周磊「中国次世代自動車市場への参入戦略」ページの内容に基づき、筆者がまとめたもので
ある。
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また、国内で生産し、世界中に輸出する能力は、未だに弱い。しかし、中国資本系
完成車メーカーの国際競争力を高め、「自動車強国」になるための取り組みが、中央政府
を中心に進められている。国内市場を安定的に拡大するともに、中国産の自動車を大量
に世界中に輸出することは、将来実現するかもしれない。
２．中国における自動車の分類
「自動車」に対する分類は、国によって若干言い方が異なるが、ここでは、中国の
基準13に基づいて、下のように分類する。
表 5 本論文での自動車の分類
自動車
乗用車（Passenger Car） 商用車(Commercial Vehicle)
基本型
乗用車
SUV
（ Sport
Utility
Vehicle）
MPV
（ Mulity
Purpose
Vehile）
出典：中国の自動車分類に基づき、筆者作成
13 2005 年からの新基準で、乗用車は、①基本型乗用車、（本来の「轎車」）、②MPV、③SUV、④
交叉型乗用車(微型バン等)のように分類されている。④は「①②③類以外の乗用車」であり、研
究によって入れる研究者もいって、入れない研究者もいる。本論文の研究内容にとって重要では
ないため、前三種類のみ統計する。
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表 6 排気量別による基本型乗用車の分類
基本型乗用車
高級乗用
車  
（排気量
＞４リット
ル）
中高級乗
用車
（2.5 リッ
トル<排気量
≤ ４ リ ッ ト
ル）
中級乗用
車
（1.6 リッ
トル＜排気
量≤2.5 リッ
トル）
普通級乗
用車
(1.0 リ ッ
トル＜排気
量≤1.6 リッ
トル)
ミニ乗用
車
（排気量≤
1.0 リ ッ ト
ル）
出典：中国の自動車分類に基づき、筆者作成
３．乗用車セグメント別で販売量の推移
中国市場における、2001 年から 2013 年までのセグメント別販売量推移の状況をは以
下の表７、表８に示した通りである。
表 7 2002 年～2008 年セグメント別で販売量の推移
年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
販 売 台
数
（万台）
乗 用
車
124 205 232 292 384 473 505
MPV 6 9 12 15 20 26 20
SUV 9 17 19 24 29 45 45
合計 139 231 263 331 433 544 570
シェア
（％）
乗
用車
89.2 88.7 88.2 88.2 88.7 86.9 88.6
MPV 4.3 3.9 4.6 4.5 4.6 4.8 3.5
SUV 6.5 7.4 7.2 7.3 6.7 8.3 7.9
合計 100 100 100 100 100 100 100
出典：中国自動車工業協会の統計に基づいて、筆者が作成したもの。
表 8 2009 年～2012 年セグメント別で販売量の推移
14 ここからでいう「乗用車」は、上の表の「基本型乗用車」のこと、中国語でいう「轿车（saloon
car）」。
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年 2009 2010 2011 2012
販 売
台数
（ 万
台）
乗 用
車
747 955 1012 1074
MPV 25 44 50 49
SUV 66 133 159 200
合計 838 1132 1221 1323
シ ェ
ア
（％）
乗 用
車
89.1 84.3 82.9 81.2
MPV 3.0 4.0 4.1 3.7
SUV 7.9 11.7 13 15.1
合計 100 100 100 100
出典：中国自動車工業協会の統計に基づいて、筆者が作成したもの。
乗用車（saloon car）が販売量の八割、九割ほどを占めることが分かる。また、SUV
の市場が拡大しつつある。
2013 年の詳しいデータはまだ発表されていないが、販売量で他の国や地域と比較して
みる。表９は、2013 年 1-10 月地域別乗用車販売量を示すものである。
表 9 2013 年 1-10 月地域別乗用車販売量
地域 ヨ ー
ロッパ
アメリ
カ
日本 ブラジ
ル
インド ロシア 中国
販売量 103９ 1294 382 29６ 21７ 228 1308
去
年 同
時 期
比較
-3,1 8,3 -3,5 -1,3 -7,1 -6,7 22,0
出典：ドイツ自動車工業協会の統計に基づいて、筆者が作成したもの。
BRICs15の中で、中国の乗用車市場が圧倒的に大きいことが分かる。ドイツ自動車工
業協会の報告によれば、2013 年中国の乗用車販売量ははじめてアメリカを上回ったとい
15 近年経済成長が著しい新興市場、ブラジル,インド,チャイナ,中国,ロシアのこと
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う。
４．排気量別乗用車の販売量
続いて中国における乗用車販売台数を排気量別でみると、2005 年から 2010 年まで、1.6
リットル以下の乗用車の販売比率は、５２％、５４％、５２％、５６％、７０％、６
９％というような推移となっている。排気量 1.6 リットル以下の販売が主となっている
ことが分かる。排気量 1.6 リットル以下の販売台数は特に 2008 年から 2009 年にかけて
増加し、2009 年、2010 年には乗用車販売台数全体の約 70％を占める規模となっている16。
2009 年、2010 年に排気量 1.6 リットル以下の販売台数が増加した理由としては、政府が
排気量 1.6 リットル以下の自動車に対して、購入税の減税措置などの購入補助策を導入
してきたことが挙げられる。
５．近年消費者の購買傾向
J.D. Power が 2009 年から毎年「新車購買意向調査」17を発表している。2009 年～2013
年の調査レポートをみれば、以下のことが分かる。
（１） 近年、新車を購買した消費者のうち、80％の人にとっては一台目の車である。
新車を購買する前に、重視する情報源として、知人、親戚の口コミ、インターネット
でユーザーの評価、マスコミの評価が挙げられる。運転し心地や、故障しにくさ、ディ
ーラーのアフターケアに対する評価が最も重視される。
（２） 2013 年のデータによって、北京や上海のような一類都市18で、民族系の乗用
車を買いたい消費者は 16％だけである。原因は、「自分の社会的地位を表現できない」
が挙げられる。二類都市で、28％の消費者は民族系の乗用車を買いたい、三類都市で
42％の消費者民族系の乗用車を買いたいという。
16 中国自動車工業協会によるデータ
17 「新車購買意向調査」は、これからの一年間内、「新車を購入したい」中国の消費者を対象
とする調査である。彼らが新車を購入する前の認知と求めるボンドを示唆する。この調査は、自
動車企業の知名度、購買する際考える要素、拒否する要因、メディアの使用状況、そしてそれぞ
れの車種に対する評価などをチェックする。2013 年の調査は、67 の都市での 6, 809 人を対象に
して、11 個のマーケット・セグメント、177 種車種をカーバしていた。
18 中国で、一人当たりの GDP によって、一類、二類、三類、四類都市と分類されている。
18
（３） 排気量 2.5 リットル以下の非高級車を買いたい人は、質量と安全性、性能と
配置、価格を重視する。排気量 2.5 リットル以上の中高級車を購入したい人は、質量と
安全性、性能と配置、ブラントとイメージを重視する。このセグメントでは、アウディ、
BMW、メルセデス・ベンツといった人気ランキングに掲載されているものが該当する。実
際の販売量も、この三つのブランドは、70％ほどのシェアを占めている。
（４） ドイツ系の乗用車を買いたい人が増加する一方、日本系の乗用車を買いたい
人が減少している。この傾向は、一類都市でさらに強い。原因としては、ドイツの乗用
車が安全性、エンジンなどの技術に信頼、家族や友たちに推薦されるが挙げられる。日
本系の方は、安全性への心配、ディーラーのサービスに心配、家族や友たちの推薦が少
ない、などが日本系の乗用車を拒否する原因だとされる。
第二節 中国の自動車業界に影響を与える要素
企業を取り巻くマクロ環境のうち、現在ないし将来の事業活動に影響を及ぼす可能
性のある要素を把握するため、PEST フレームワーク（コトラー、2001）を使用して、外
部環境を洗い出し、その影響度や変化を分析する手法である。経営戦略策定や事業計画
立案、市場調査におけるマクロ環境分析の基本ツールとして知られている。
PEST とは、政治的（P＝political）、経済的（E＝economic）、社会的（S＝social）、
技術的（T＝technological）の頭文字を取った造語で、マクロ環境を網羅的に見ていく
ためのフレームワークである。PEST 分析では、この 4つの視点で外部環境に潜む、自社
にプラスないしマイナスのインパクトを与え得る要因を整理し、その影響度を評価して
いく。表１０は、PEST の要因の例を示すものである。
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表 10 PEST の要因の例
PEST の要因の例
Political
政治的環境要因
・法規制（規制強化・緩和）
・税制
・裁判制度、判例
・政治団体の傾向
Economic
経済的環境要因
・景気
・物価（インフレ・デフレ）
・成長率
・金利・為替・株価
Social19
社会的環境要因
・人口動態
・世論・流行
・教育水準
・治安・安全保障
・宗教・言語
・自然環境
Technological
技術的環境要因
・技術開発投資レベル
・新技術の普及度
・特許
出典：『コトラーのマーケティング・マネジメント〈ミレニアム版〉』
１．政治的環境要因
政治事件、たとえば 2005 年、2012 年に起きた反日デモで、日本の自動車企業に悪影
響を与え、ドイツ自動車企業に良い影響を与えたが、これは、あくまでも一時的な現象
だと、本論文で主張する。なぜなら、反日デモが起きた年の翌年、販売量がほぼ回復し
たからである。2005 年、2012 年の日系自動車の販売量が落ちたが、翌年の 2006 年、2013
年は、各企業が有効なマーケティング戦略などによって、不景気から回復した。記事１
19 社会文化的（S＝sociocultural）と説明されることもある。
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は、トヨタ自動車とホンダに関する新聞記事である。
記事１ トヨタとホンダ、２０１３年の中国販売が過去最高に
出典：http://sankei.jp.msn.com/economy/news/140106/biz14010619490019-n1.htm
したがって、本論文は、主に政策の面から述べる。市場経済体制が主導する自動車
産業であるが、政府が自動車産業を導くことも重視すべきである。中国の自動車産業政
策は、自動車産業の現状課題と今後の方向性を提示するものとみられる。マクロ政策は、
「自動車産業発展政策」と「自動車産業調整振興計画」である。なかでも、「自動車産業
発展政策」は、自動車産業の基本発展計画として、1994 年、2004 年に二回発表された。
来年の 2014 年に第三回の発表することが予想される。「自動車産業調整振興計画」は、
中国が世界一の自動車市場になった 2009 年に作られた。戦後の日本の自動車政策が、自
動車産業をリードするに対して、中国の自動車政策は、「市場の発展スビードより遅い」
という批判もある。けれども、政策は中国自動車市場の未来の方向性を示し、そして自
動車企業の競争優位に与える影響が無視できない。
1994 年の「自動車産業発展政策」は、主に自動車に対する国内需要を満たすために
作られた指導方針である。「国家の引導の下で、国内外の資金を十分に利用し、国内外の
市場を開拓する。多品種、大量の生産方式で、2000 年の自動車生産量は、国内市場の９
トヨタ自動車とホンダは６日、中国での２０１３年の新車販売台数が年間とし
て過去最高を記録したと発表した。尖閣諸島（沖縄県石垣市）をめぐる日中関係
悪化で落ち込んだ販売が回復しており、１４年はさらなる販売増を目指す。トヨ
タの販売台数は前年比９・２％増の９１万７５００台で、初めて９０万台を超え
た。ホンダは２６・４％増の７５万６８８２台。１２月の単月も６０・４％増と
大きく回復した。日本車は１２年秋の反日デモで攻撃対象となって消費者離れが
起き、日系メーカーは、派手な販売促進活動もできなくなったため販売が激減。
１３年前半も影響が残ったが、秋ごろには回復が鮮明になった。 トヨタは１４
年の販売目標を「１１０万台以上」に設定した。「ヤリス」など小型車の販売を
強化する。ホンダも新型「アコード」のほか、さらに新型車を投入して「９０万
台以上」を目指す。
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０％以上を充足する。乗用車生産量は、自動車生産量の半分以上を生産し、家庭の乗用
車ニーズを埋める」という指導方針である。
2004 年の「自動車産業発展政策」は、初めて「自動車産業を国の柱産業として発展
させる」と発表した。同時に、「外国メーカーが中国で完成車生産事業体を設立する場合、
中国側の出資比率が 50％以上でなければならない」との制約が設けられていた。
2008 年の金融危機に対する中国の自動車産業政策は、2009 年 1 月以降に発表された
「自動車産業調整振興計画」に代表される。他の九大産業20と共に、1月 14 日には、自
動車と製鉄産業振興計画が国務院常務会を通過することとなった。この自動車産業調整
振興計画は、近年中国政府の自動車発展計画、方向性を明確にすることができる。財政
的補助を行うなど、さまざまな手段を使用し、以下の目標を達成しようとしている。
（１）自動車消費市場育成
（２）自動車産業再編推進
（３）企業の自主創新支持
（４）技術改造専門プロジェクト実施
（５）新エネルギー車戦略実施
（６）自主ブランド戦略実施
（７）自動車製品輸出戦略の実施
（８）現代的自動車サービス業の発展
（１）に関して、「自動車消費市場育成」は、単なる自由市場で「見えない手」で自動
車市場を恣意に発展させるだけでなく、「見える手」である政府の力を加え、市場を調整
させ、発展させる、という意味である。たとえば、「汽車下郷」、「以旧換新」政策によっ
て、モータリゼーションがこれまでの沿海都市部から、農村部、内陸部へと拡大してい
くことになった。その際には、自動車販売の中心は従来の高級車主体から、小型車、低
価格車へと移行していった。
また、市場需要構造を最適化する。たとえば、排気量 1.5 リットル以下の乗用車の
シェアを 40％以上に引き上げ、その内、排気量 1.0 リットル以下の小排気量車のシェア
を 15％に到達させ、大型トラックの比率を 25％以上に、市場のニーズを誘導する。
20 他の九大産業は、紡績産業、設備製造業、船舶工業、電子情報産業、軽工業、石油化学産
業、非鉄金属、物流業が追加され、十大産業調整振興計画となった。この十大産業調整振興計画
は 2009 年から 2011 年にかけて実施されることになっている。
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（２）に関しては、自動車産業調整振興計画では「４大４小」という政策がある。今
回の政策はこの８つの大型企業集団に生産を集約する方向で再編を促すことを目的とし
たものである。具体的には、全国的再編の中心的企業集団となる４大には一汽、東風、
上汽、長安が、地域的再編の核となる４小には北汽、広汽、奇瑞、重汽が選ばれた。
政府の意思で進められたこの「４大４小」再編政策の波は、今後、これまで中国の自
動車産業に特徴的であった小規模メーカーの乱立という状態を一定程度修正し、集約化
への流れを作り出すことになるかもしれない。これより、中国における自動車企業間競
争を激化させていくことが考えられる。
（５）に関しては、国務院常務会議で発表された「省エネ・新エネルギー車産業発展
計画」（2012 年～2020 年）が挙げられる。これによると、(1)2015 年までに EV 車と PHV
車を累計で 50万台販売し、2020 年までには累計で 500 万台販売する、(2)2015 年に生産
される乗用車の平均燃料消耗量を100kmあたり6.9リットルまで引き下げ2020年までに
は 5.0 リットルとする、(3)新エネルギー車の動力電池および鍵となる部品の技術を世界
先進水準まで引き上げることが目標とされた。
しかし中国で新エネルギー車の市場が「政策熱」「市場冷」だといわれるように、政府
が積極的に推進しているが、消費者が新エネルギー車にあまり目を向けない。2009 年に
新エネルギー車への優遇策が発表されてから現在までの普及の歩みは極めてゆっくりと
している。工業・情報化部によると、2011 年の自動車販売台数は 1,851 万台に達したが、
新エネルギー車の販売台数は約 8,000 台にすぎない。普及のネックとなっているのは(1)
高価格、(2)安全性への懸念（2011 年には電気路線バスの発火事故が続発）、(3)充電器
スタンドの未整備、（４）走行距離の問題が挙げられる。
新エネルギー車が本格的に普及するまでの道のりは長いといわれている。中国の消費
者が環境に対する関心、自分が環境への関心を見せるより、運転する時の心地や、社会
地位を表現などを求めているという。
（６）に関しては、近年政府用車の選択が外資車から民族系車へのシフトが、その目
標を達成するための一つの措置である。
他の政策とは、環境、交通のため、北京、上海など新車を購入することが難しくさせ
るなどが挙げられる。現在中国は、大気汚染や交通渋滞に対応するため自動車購入を制
限する都市数を増やした。現在の北京、上海、広州、天津以外、成都、重慶、杭州、青
島、深圳、石家荘、武漢が自動車購入を制限する可能性が高い都市であるとされる。
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２．経済的環境要因
一般に、一人当たり GDP と乗用車の普及には強い相関関係があり、一人当たり GDP
と乗用車価格の比率が一定値に達したときに、乗用車の普及が進むとされている。この
比率を R値とすると、R値が 2～3の時、乗用車が急速に普及するとされる。乗用車の販
売にマイナスな要素を除けば、（政策など）現在中国の一類都市すべて、二類都市の半数
が、この計算方法によると、急速に普及する都市と位置づけられる（周、2011）。
３．社会的環境要因
2000 年代に入ってから、中国において、インターネットの普及、乗用車のユーザー
の増加による情報量の増加、高等教育の普及、価値観の変化などの影響が、乗用車を購
買する行為に与える。
中国において、かつて乗用車が現在ほど普及していない頃には、多くの人が自動車企
業や、乗用車に対するブランド・イメージが、テレビ、ラジオなどのメディアによって
づけられた。インターネットもそれほど普及していなくて、乗用車を購買する前、乗用
車を持っている親友や知り合いにしか聞けないのは普通であろう。どのブランドは別に
して、マイカーに対する憧れは、乗用車そのものである。しかし現在、外資自動車が中
国に進出してからほぼ 15 年間、中国が大きく変容してきた。かつて広告で出ている製品
がよいというブランドに対する認識が今でも存在しているが、過去のように強くない。
企業の広告より、むしろ第三者である友人、インターネット上のユーザー評価、独立し
た調査会社に信頼している。マイカーに対する憧れは、それぞれの消費者が各ブランド
に対する好みによって変わってくる。ブランドは、自身の個性や社会的地位を表現する
ツールの一つと、現在の若者世代の価値観であると思われる。
したがって、自動車企業が、それぞれのターゲットに明確なブランド・イメージを構
築しなければいけないと主張する。
４．技術的環境要因
現在の乗用車は、基本的な機能をベースにして、利便性、快適性、さらには斬新さ
を追及してきた。あるメーカーが新しい特徴、または機能を開発したら、その成功は長
続きしないが、新しいアイデアを呼び出す効果があるとされる。そうした新機能として
24
は、押しボタン式のオートマチック・トランスミッション、サンルーフ、チルト・ハン
ドル、パワーウインドー、電動シート、エアコン、カー・オーディオ、GPS システムな
どがある（周、2011）。消費者の需要が多様化になり、自動車企業が、いち早く需要の変
化に対応することがますます重要になってきた。
第三節 日系自動車企業の中国進出
日本自動車メーカーは、中国市場に参入する段階では、モータリゼーションが立ち上
がりつつある沿海部の大都市を中心に、所得が高い中間層や富裕層に向けて、高品質の
乗用車を投入し、著しい成果を上げてきた。たとえば、最も市場の立ち上げに成功した
といわれる「広汽ホンダ」でいえば、最初の投入車種はアコードであり、高価格、高品
質のセグメントで勝負する戦略が当たり、VWを追い上げる体制を整えるとされる（土屋、
2010）。
しかし、ドイツ系の自動車メーカーと比較すると、また不足するところがあるとされ
る。日系自動車の中国進出は、そのリスクの大きさを考慮したため、きわめて慎重であ
った。１９９０年代後半から２０００年代になって、ようやく進出を本格化した。しか
し、図４の市場シェアを見るとわかるように、２００４年までは、ドイツ系自動車企業
がリードした。２００５年から２００８年の間で、日系車の市場シェアが一位になり、
特に２００８年は、日系車のピーク年であった。たが、２００８年以降、市場シェアが
徐々に低下し、再び、ドイツ車にリードされた。近年の消費者新車購買傾向の調査を見
ても、中国の消費者は、日系車より、ドイツ車の好感度が良いといわれる。特に中高級
車の分野で、ドイツ系のアウディ、BMW、メルセデス・ベンツの三社が７０％のシェアを
握っていることが事実である。その理由を、トヨタ、ホンダ、日産の中国進出歴史を見
てみる。
１．トヨタ自動車（以下、トヨタ）
まず日本自動車企業のトップ・メーカーであるトヨタの中国進出を紹介する。２００
２年前、完成車の中国への輸出、滞在員の現地駐在、中国企業との技術提携など、さま
ざまな形で、中国での活動がはじまった。たとえば現地生産が開始していない１９７２
年に、中国向け広告に使用されるキャッチフレーズ「車到山前必有路 有路必有豊田車」
を設定した（クラウンの広告で使用）。
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たが、トヨタの中国進出は、フォルクスワーゲングループなどのドイツ車より遅れた。
日米自動車貿易摩擦が激化していた 1980 年代に、トヨタが米国進出を優先させた点は、
理由としてあげられる。トヨタの中国進出が本格化するのは、２００２年２月、中国第
一汽車グループと合弁会社「天津一汽豊田汽車有限会社」（天津豊田）を設立したことで
ある。
天津一汽トヨタ自動車有限公司（中文略称：天津一汽トヨタ，英文略称： TFTM ）は
国家商務部より批准され、設立した大型中外合資企業で、出資方は中国第一汽車集団公
司、天津一汽夏利自動車株式会社、トヨタ自動車株式会社、トヨタ自動車（中国）投資
有限公司で、中外出資比率は 50% ： 50 ％である。 2000 年 6 月に設立し、土地面積
は 161 万㎡で、当面の生産能力は年間 22 万台で、会社の主要な製品は“ヴィオス”
（ VIOS ）、“カローラ”（ COROLLA ）、“クラウン”（ CROWN ）、“レイツ”（ REIZ ）、
“ラヴフォー”（ RAV4 ）との乗用車である。会社の資本金は 33 億人民元で、天津経
済技術開発区に登録し、従業員は 12000 人がいる。
その後、第一汽車グループと、「四川一汽豊田汽車有限会社」（四川豊田）と「四川一
汽豊田汽車有限会社 長春豊越公司」（SFTM长春丰越）を設立した。四川豊田は、「コー
スター（Coaster）」「プラド（PRADO）」を生産している。SFTM长春丰越21は、「ランドク
ルーザー（Landcruiser）」「プリウス（PRIUS）」「カローラ（COROLLA）」を生産している。
当時、第一汽車はすでに、フォルクスワーゲングループ、そしてマツダと提携し、さま
ざまな車種の生産を始めていた。
さらに、２００４年には、トヨタと広州汽車との間でも合弁事業を立ちあげた。「広州
豊田汽車有限公司」という会社名で、２００６年から、北米でのベストセラー乗用車「カ
ムリ」の本格生産がはじまった。当時の広州汽車は、すでにホンダとの提携を本格化し
ていた。これによって、トヨタは東北、華北に偏った生産拠点を華中、華南にも広げ、
全国展開を遂げた22。
表１１は、２００６年から２０１２年まで、中国で、トヨタ車の各モデルの販売量を
示すものである。
表 11 ２００６年～２０１２年トヨタ23のモデル別販売量前三位
21 http://www.sftmcf.com.cn/zh-cn/qyzs.jsp
22 トヨタ自動車中国のホームページ、または新聞記事に基づき筆者がまとめたもの
23 第一汽車豊田有限会社と広州トヨタ有限会社の販売量を合わせるものである。
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モデル 販売量（台） シェア（％）
１位 カムリ ８７９９７７ ２１．４
２位 カローラ（十
代）
８７８８３８ ２１．３７
３位 カローラ（九
代）
２７１７９１ １４．１３
出典：autosina.com.cn24のデータに基づき、筆者作成
トヨタは、中国に進出することを決定してから、実際に進出するまでかなりの時間が
かかった。乗用車の現地生産をはじめたのは、２００２年という、中国では後発の外国
自動車企業である。だが、現在多様な車種を生産しており、ラインアップ25の点では、
フォルクスワーゲングループ、アメリカの GM と並ぶの存在である。
２．本田技研工業（以下、ホンダ）
トヨタと同様に慎重であったホンダである。ホンダは二輪事業では１９８２年の技術
提携にはじまり、１９９２年に広州、天津に製造拠点を設け、一時は成功した。しかし、
１０００社を超える中国の二輪メーカーに、安売り攻勢に圧迫され、１９８４に年６
０％以上の市場シェアが１０％以下のシェアに落ちた。
これに対して、四輪車事業では、１９９４年に東風汽車との合弁で四輪車のエンジン
などの部品の製造から参入した。１９９８年から、広州汽車と合弁し、「広州本田汽車有
限公司」を設立した。当時、ホンダは、新モデルで、米国仕様の「アコード」を高級車
として販売し、２９万～３４万人民元（当時は約４０６万～４８７万円）という高い価
格を設定した。この戦略は、中国で、生産されていたほかのメーカーのモデルが１９８
０年代のものが多いため、ホンダの斬新な「アコード」が差別化に成功した。当時の富
裕層のニーズを満足し、生産台数は、一年目の１万台から、三年目の２００１年には５
万台に至った。２０１２年までに、総計生産量は５０万台を超えた。
24http://data.auto.sina.com.cn/xlsjk/group.php?start_date=2006-01&end_date=2012-12&
=&gid=9
25 車種のこと
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表１２は、２００６年から２０１２年まで、中国で、ホンダ26の各モデルの販売量を
示すものである。
表 12 ２００６年～２０１２年ホンダのモデル別販売量前三位
モデル 販売量 シェア（％）
１位 アコード ８９５５０３ ４６．３
２位 シティ ３８０５１８ １９．６７
３位 フィット ２７６４７９ １４．２９
出典：autosina.com.cn27のデータに基づき、筆者作成
３．日産自動車（以下、日産）
最後に日産の中国進出を説明する。日産は２００３年６月、東風汽車との合弁会社、「東
風汽車有限会社」を設立し、商用車の生産を中心に、乗用車の生産も開始した。商用車
は東風汽車の本拠地である湖北省で生産し、乗用車は、広東省の花都工場などで生産し
ている。東風汽車有限会社は、傘下に風神汽車（ブルーバード、サニーを生産）、鄭州日
産（パトロール、パラディンを生産）を加えた幅広い車種を生産している。日産は当時
さらに、三年後の２００６年までに、車種を六車種に拡大し、同年の販売目標は乗用車
22 万台、トラックなど商用車を合わせて 55 万台というものであった28。
つまり、日系主要な三社の中国進出は、以上のように 2000 年代に入ってから急速に発
展した。
表１３は、２００６年から２０１２年まで、中国で、日産29の各モデルの販売量を示
すものである
表 13 ２００６年～２０１２年日産のモデル別販売量前三位
26広州本田汽車有限公司
27http://data.auto.sina.com.cn/xlsjk/group.php?start_date=2006-01&end_date=2012-12&
=&gid=9
28 川下浩一（2009）『自動車産業 危機と再生の構造』第三章「グローバル競争のカギを握る
新興市場」に基づき、筆者がまとめたものである。
29 東風汽車有限会社
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モデル 販売量 シェア（％）
１位 ティアナ ６３７３８７ １８．２８
２位 ティーダ ６１２８２１ １７．５７
３位 Sylphy30 ５６８０１９ １６．２９
出典：autosina.com.cn31のデータに基づき、筆者作成
第四節 ドイツ系自動車企業の中国進出
ドイツはヨーロッパ最大の自動車生産国であり、最大の消費国である。量販メーカー
はフォルクスワーゲン、フォード、オペルがあり、高級車メーカーはメルセデスベンツ、
BMW、ポルシェといくつかのメーカーがある。第二章で述べたが、フォルクスワーゲンが
早い段階で、中国の大手自動車企業と合弁会社を立ち上がり、長い間で、中国の市場シ
ェア一位を維持した。特にかつて中国で生産していた「サンタナ」は、中国人にとって
の「マイカー」の原型であった。傘下のアウディは、中国で中高級車市場のシェアの一
位を占めていた。また BMW は、2001 年 12 月、中国の華晨汽車と合弁会社の設立を合意
し、2003 年から、合弁会社「華晨 BMW 汽車有限公司」を設立した。現在 BMW は、中国の
中高級車市場のシェアは、アウディの次に第二位である。メルセデスベンツが第三位の
シェアを持っている。
近年欧州の需要があと数年は低迷する見込みであるだけに、中国の成長にペースを合
わせることは、ドイツの自動車メーカーにとって重要となる。現在、アウディ、BMW、ベ
ンツ三社が、中国の高級車市場の 80％前後を占める。高級車市場だけではなく、BMW や
ダイムラーは、アウディを追うべく中国で小型車を増産する計画を持っている。BMW は
現在、コンパクト SUV「X1」を中国で組み立てており、2017 年から中国で 1シリーズセ
ダンを生産すると予想される。ダイムラーは世界で「Aクラス」小型車の新世代を立ち
上げる計画で、セダン「CLA」や SUV「GLA」もこれに含まれる。コンパクト SUV 車 GLA
の生産は約 1年半後に開始予定している。
その中、生産している車種が最も多く、量販車でも高級車でもブランド力が強いフ
ォルクスワーゲンをあげる。
30ブルーバードの新バージョン
31http://data.auto.sina.com.cn/xlsjk/group.php?start_date=2006-01&end_date=2012-12&
=&gid=9
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１．フォルクスワーゲングループ
外資自動車企業の中で、中国における存在感が最も大きいのがドイツのフォルスクス
ワーゲングループ（VW）である。1980 年から中国政府と合弁会社設立に向けた交渉をス
タート、1985 年に上海汽車と、1991 年には第一汽車とそれぞれを設立した。図の左は、
一汽 VW、右は上海 VW が生産、販売しているモデルを示している。両社を合わせた市場
シェアは、１９９０年代後半から２０００年代にかけて、中国の乗用車市場の約半分を
占めていた。フォルスクスワーゲングループが中国で成功したのは、外国自動車企業の
中で、最も早くから現地生産を開始したという経験の蓄積が、原因の一つとして挙げら
れる。もう一つは、１９８０年代後半には、政府から、数少ない国産自動車メーカーの
一つとして保護を受けたということである。
かつて上海 VWでは、乗用車「サンタナ」、一汽 VWでは、乗用車「ジェッタ」「アウデ
ィ」と、中国では、政府幹部の公用車やタクシーというイメージの強い車種だけを生産
していたが、２００１年以降、一汽 VWは「ボラ」「ゴルフ」、上海 VW は「ポロ」など、
一般市民向けの新モデルを投入した。これらの投入によって、２００３年までこの二社
は、急速に成長した。２００４年には、競争激化のため、二社とも減産した。たが、フ
ォルスクスワーゲングループが、有力な拠点として、上海 VW と一汽 VW を持っている強
みを生かして、部品と共通化による競争優位性の強化が可能となる。
第五節 中国自動車市場での課題と展望：外資自動車企業にとって
１．課題
中国自動車市場の著しい成長は、第一章で述べた。経済先進国の自動車市場の発展ス
ピードと比較する。WTO に加盟する前、つまり２００１年より前は、長きにわたり年産
１２０万台の水準だったが、わずか七、八年で年産５００万台となり、２００７年は９
００万台に達する勢いであった。ほかの国と比べると、独特であることがわかる。先進
国の中で、日本の場合は、年産２万台から１０００万台に達するのに３０年をかかった。
中国のような、急速で、前例のない自動車市場の拡大は、課題は少なくない。
第一に、中国が自分の国の自動車メーカー、特に民族系メーカーを支持する傾向が強
い。中国は自動車生産できる国である。それに対して、タイ、マレーシア、インドネシ
アに代表される ASEAN 国は、自動車生産をゼロからスタートする。したがって、これら
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の国では、外資によるノックダウン方式による組み立てから始め、徐々に部品生産まで
広げていくという方法が採用されることになる。この点、中国は、あくまでも自分の自
動車産業を発展するために、外資企業の投資や合弁を招いた。したがって、民族系自動
車企業を保護する政策は、次々出されたのも珍しくない。たとえば、もともと中国の政
府幹部が乗るアウディ乗用車を民族系乗用車への買い替えなど、近年政府が主導する動
きが見られる。外資車にとっては、競争環境がますます厳しくなるであろう。
第二に、社会体制の違いである。開放経済でありながら、中国は社会主義の国家であ
る。社会体制の違いは、私企業である外資自動車メーカーの投資行為に影響をあたえる。
たとえば、地方政府の腐敗が投資行為に悪影響を与える可能性や、民族系自動車企業を
優先的に発展させることなど、現実的に起きている。
第三に、深刻な環境問題と都市の交通渋滞問題である。中国政府は、それを解決する
ために、都市の乗用車新車登録数をコントロールしたり、毎日路上に走れる車の数を制
限したりしていた。したがって、上海や、北京のような大都市には、消費者が新車を買
うコストが上がったことが明白である。たとえば、現在上海では、新車ナンバーに入札
が導入されている。2002 年より毎月発行するナンバープレート数を制限して毎月一回オ
ークションでしか購入できないことになっている。2013 年２月、ナンバープレートが８
万元（約 120 万円）であった。上海のナンバーは毎月一定数が入札にかけられ価格が決
まる仕組みだ32。報道によると、北京市では自動車のナンバープレートの末尾数字によ
る運転制限があり、違反者は処罰されることになったと伝えている。
それによると、曜日ごとに指定された末尾のナンバーを持つ自動車のみが、各平日
の朝 7時から 9時まで及び夕方 17 時から 20 時までの間、北京市の五環路内での運転が
許され、それ以外の車は運転が禁止されることになった。これは北京市以外のナンバー
の車にも適用されるという。図７は、北京市での自動車制限ルールを示している。
32 http://toyokeizai.net/articles/-/13447
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図７ 北京市での自動車制限ルール
出典：筆者作成
２．展望
大気汚染や交通渋滞などへの対応策が自動車市場にネガティブな影響を及ぼす懸念は
あるものの、中国の個人消費の拡大に伴い、自動車市場は中期的に年率 7～8％程度の成
長が続くと予想される。自動車工業協会の通年の販売予想を見ても、201３年初のまま
2,080 万台（前年同期比 7％増）に据え置かれている。こうしたことから、足元の自動車
市場は、中期的な成長トレンドに回帰しつつあるとされる。
地方市場からみると、中小都市の消費意欲が高まり、エントリーカーに対するマーケ
ットニーズを支えている。中国自動車工業協会とニールセン社が発表した「中国自動車
消費ブルー･シー市場見通し白書」の調査によると、三、四類都市における消費者の自動
車購入意欲が高まり、全国の新規消費ニーズに占める割合が 68％に達している。
大都市の自動車市場にとっては、購入規制による需要の伸び悩み、老朽自動車の淘汰
による買い替え需要の発生、燃費・排出規制の強化により、市場環境が大きく変化しつ
つある。こうした変化に対応するため、製品ラインナップの多様化、販売戦略の最適化
が重要な課題として浮上してこよう。上記の「白書」の調査によると、向こう 1年間、
一、二線都市における消費者の購入意欲が全体の 23％占め、うち、再購入（2台目購入
或いは買換え）需要から生じた新車購入ニーズが 65％に達している。車種をみると、SUV
などの中大型車、高級車に対するニーズが増加している。
高成長期から安定成長期へ移行している中国自動車市場において、今まで生産能力の
拡大を目指してきた自動車メーカー各社は、市場構造の変化に対応して、エントリー層
や買換えニーズなどの市場動向やそれぞれの特性に応じて差異化した製品・販売戦略を
月曜日―末尾が３と８の車
火曜日―末尾が４と９の車
水曜日―末尾が５と０の車
木曜日―末尾が１と６の車
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採ることが求められる33。
33 https://reports.btmuc.com/fileroot_sh/FILE/full_report/130809_01.pdf による筆者ま
とめたものである。
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第三章 理論的枠組み
第一節 組織能力と競争優位性の関係
１．組織能力
戦略論では、組織能力の概念に多くの関心が寄せている。しかし、先行研究でさまざ
まな定義があるうえ、曖昧である(Collis, 1994)。 コア・コンピタンス、集団的なス
キル、取り組んでいるルーチン、ベスト・プラクティス等々が挙げられる。定義も定説
がないと言われる。たが、組織能力の構成要素に関する学者の論点の異なりは、「経営資
源」がキーワードとなっている。すなわち、組織能力と経営資源は、分けて考えるか否
か、ということである。
組織能力と経営資源は、分けて考えるか否か。まず分けて考える学者の論点を説明す
る。
Grant（1991）は、経営資源とは、生産過程へのインプット要素を意味している。組織
能力と対比し、重要なことは、個々の資源は単独では、価値を生み出さないことである
としており、経営資源と組織能力を分けて考えている。
Christensen(1996)は、組織能力を「経営資源を生産的な目的のために構造化し方向づ
ける力量」と定義している。また、Sanchez と Heene(1997)は、「組織目標を達成のため
に、経営資源をバランスよく活用する力」と組織能力を定義している。
また、遠山（2007）は、変化している環境を前提とする戦略の策定や実行プロセス全
体の具体的な分析評価、そしてそのプロセス管理を研究・実践するためには、「個々の一
般的資源」と、「それらの資源を開発し、管理するケイパビリティ」あるいは「資源を結
合し利用する能力」「資源の組み合わせを整える企業能力」などを区別することは、重要
であると述べている（遠山、2007）。
藤田（2007）は、組織能力と経営資源の違いは、「経営資源は既に獲得された有形、無
形の経営資源を意味するに対して、組織能力とは、そうした経営資源を獲得する力、経
営資源を活用する力等を意味する点にある。」と述べている。
そして、反対に、経営資源と組織能力は分けないという考えを整理する。
Barney(1991)は、組織能力が、資源の中に「企業に対して、能率性と有効性を改善す
る戦略を策定し、実行することを可能にするすべての資産、ケイパビリティ、組織プロ
34
セス、企業属性、情報、知識」と主張している。つまり、組織能力と資源の概念を分け
ないとする。
中橋（2007）は、組織プロセスそのものが、製品やサービスを作り出しているではな
く、そのプロセスを通じて、動員され、組み合わされ、活用されている種々の資源がそ
れぞれの力を十分に発揮することによって、価値ある製品やサービスが創出されること
を根拠に、組織能力の構成要素として、組織プロセスだけでなく、資源もそれに含むべ
きと述べている。（中橋、２００７）
延岡（2006）は、組織能力とは、企業が固有に持つ有形・無形の資源と、それを活用
する能力やプロセスであると述べている。つまり、資源が組織能力の要素の一つとして
捉えている。
このように、経営資源と組織能力の概念は分けて考えるか否かに対する議論は、経
営資源が組織能力に含まれるか否かの議論と考えられる。
本論文では、組織能力と経営資源は、分けて考える論点に従う。理由は本章第 2節で
説明する。「組織能力とは、経営資源を蓄積、統合、活用し、製品・サービスを生み出す
力である」（藤田、２００７）という定義に従う。藤田によると、組織能力と経営資源の
違いは、「経営資源は既に獲得された有形、無形の経営資源を意味するに対して、組織能
力とは、そうした経営資源を獲得する力、経営資源を活用する力等を意味する点にある」
とされている（藤田、２００７）。このような定義は、組織能力と経営資源の違いをはっ
きり区別し、概念がより明白になった。また、経営資源を配置する能力だけではなく、
経営資源を獲得する力も、組織能力であることを明示した。最後に、製品・サービスを
生み出すという結果があることも重要である。図８で示しているような関係である。つ
まり、組織能力が経営資源に作用し（蓄積、統合、活用）、その結果が、競争優位性に結
果を出る、という関係である。
図 8 組織能力、経営資源、競争優位性の関係図
出典:藤田 誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社,P７１ペ
ージ、第 3-1 図 経営資源、組織能力と組織デザインの関連性から一部抜粋
組織能力 競争優位性経営資源
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２．競争優位性
企業の競争優位性の要因は、主に二つの学派があるとされる。一つは Porter に代表
されるポジショニング理論である。要は、競争環境におけるポジション（position）は，
企業に大きな競争優位性をもたらす要因と捉える。①新規参入業者の脅威，②競争業者
の脅威，③代替品の脅威，④供給業者の脅威，⑤買い手の脅威という 5つの要因を考察
することで、企業にとって最も有利なポジションを決定する。競争優位性は、そこから
生まれる。もう一つは、Barney に代表される資源ベース理論、あるいは RBV 理論
（resource-based view）である。競争優位性を左右しているのは，所属する業界の環境
ではなく，その企業の経営資源、組織能力である、という考え方である。無論、企業を
取り巻く業界環境がきわめて重要であることは否定できない。本論文では、業界は中国
の自動車業界と設定した。各自動車企業にとって、置かれる環境、企業が直面している
消費者は１００％同一ではないが、大きな差別がないと仮定している。また、本論文で
は、企業の組織能力を議論したい。つまり、組織能力が企業の競争優位性に与える影響
に注目したい。具体的に言えば、企業は、置かれる競争環境の中、組織能力をどのよう
に構築し、競争相手より良いポジションにいられることに注目したい。従って、資源ベ
ースのアプローチから議論する。
３．組織能力と競争優位性の関係
資源ベース理論の内容は、研究者によって若干の差異が見られる。だが基本的問題
意識は同じである。要は、「企業を経営資源あるいは組織能力の集合とみなし、かかる経
営資源、組織能力の優劣が、企業の競争優位性の重要な源泉である」とされる（藤田、
２００７、Snow と Hrebiniak, 1980）。Barney らも、資源ベース理論では、組織能力が
継続的競争優位性の生成と発展の主要源泉として認識している（Barney, 1991;
Wernerfelt, 1984)。 その他に、「組織能力とは、企業が競争に勝ち他に勝る収益を安定
的に得る力のことである」（藤本、2002）と述べている。つまり、資源ベース理論による
研究では、組織能力と競争優位性が緊密な関係があることは、共通の認識となっている
（小出、2010）。しかし、異なる点は、Barney は経営資源と組織能力といった二つの概
念を分けないとする一方、藤田は、経営資源と組織能力といった二つの概念を分ける、
ということである。共通点は、企業の経営資源と組織能力が、競争優位性に影響を与え
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る、ということである。本論文は、経営資源と組織能力を分けて考える。したがって、
まずは、組織能力は経営資源に力を与え、その結果、競争優位性に反応することを主張
する。
組織能力、経営資源、そして競争優位性との関係を具体的に説明してみる。企業活動
の競争優位性は、表の競争優位性と裏の競争優位性に分けられる。表の競争優位性とは、
消費者が見える企業の直接競争優位性であり、製品力、販売力、ブランド力を指す。裏
の競争優位性とは、消費者が見えることができないが、直接競争優位性と緊密な関係が
ある。たとえば製品開発力、生産力、マーケティング力である。図９は、市場で企業の
パフォーマンス、競争優位性、そして組織能力との関係を示すものである。
図 9 組織能力とパフォーマンスとの関係図
出典：川原英司（２０１１）自動車産業 次世代を勝ち抜く経営―“ものづくり”企業に求められる“戦
略づくり”
要は、組織能力が間接競争優位性に影響を与え、間接競争優位性は、直接競争優位
性に影響を与え、最後、事業パフォーマンスに影響を与える、といったプロセスである。
つまり、マーケティング力（marketing capability）が強ければ、ブランド力が強いと
いうことも言える。本論文では、マーケティング力というのは、企業があらゆる経営資
源、たとえば、資金、人材、広告会社との信頼関係、構築してきたブランド力などをう
まく組み合わせる力である。
第二節 組織能力と経営資源
経営資源は、企業の競争優位性と緊密な関係があるが、経営資源がどのプロセスを経
過し、組織の競争優位性になるのかを、資源ベース理論では、示してなかった(Barney,
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1991)。これに対して、Hult et al.,（2005）と Ketchen et al., （2007）は、企業は
適切な戦略と行動を取る時に限って、経営資源は競争優位性になると主張した。さらに、
DeSarbo et al., （2007）Morgan, Vorhies and Mason, （2009）、Vorhies et al., （2009）
は、経営資源より、企業が経営資源を配置する能力のほうが重要であることを示唆した。
先行研究に基づいて、二種類の考えがあることを既に説明した。概念を明白にする、
また、本論文で藤田の概念に従うことを説明するために、経営資源の定義を整理する。
Wernerfelt は、経営資源を「企業に継続的に属する有形、無形の資産」と定義した
（１９８４：１７２）。有形資産は、工場、機械、設備、従業員などが挙げられる。無形
資産は、企業文化、ブランドなどである。
Barney（１９９１：１０１）は、経営資源を「企業の効率と有効性を向上させる戦
略の策定と実行に寄与しうる、企業によりコントロールされる資産、能力（capabilities）、
組織プロセス、企業特性、情報、知識等」としている。物的資源、人的資源、組織資源
に分類されている。
Hofer と Schendel(１９７８：１４５)が経営資源に関する定義が Wernerfelt、Barney
の定義とほぼ同じか、さらに全面的に詳細な分類がある。それは、財務資源、物的資源、
人的資源、組織資源、技術資源に分類される。
Barney の物的資源、人的資源、そして Hofer と Schendel が主張する財務資源、物
的資源、人的資源は、Wernerfelt が主張する有形資源にあたるといえる。また Barney
が述べている組織資源は、「企業構造、計画手法、組織プロセス、部門間の情報共有等を
意味している」ので、Wernerfelt が言う無形資源といえる。
しかし問題は、もしここでいう組織資源が組織能力と同一概念として使用されると
して、混乱が起きないかという点である。既に組織内に構築されている組織構造は、経
営資源であろう。一方、いかに効率的に現有の組織構造を利用して、高い競争優位性を
生み出すといった方法は、組織能力に当てはまると認識している。また、情報は、無形
資源である一方、部門間の情報共有をいかにして、ポジティブな結果が出るといった知
恵は、組織能力に属したほうが、より理解できる。したがって、経営資源＝組織能力、
あるいは単なる経営資源の概念で、組織の競争優位性を説明するのは、納得しにくいと
考えている。
従って、本論文は、組織能力の概念は、経営資源と別の概念として認識する。
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第三節 組織能力の階層性
組織能力を論じる際には、階層性あるいはレベルを想定する論者が多い。
Henderson と Cockburn（１９９４：６４－６６）は、体系的能力と部分的能力とを区
別している。前者は、部分的能力を活用・統合し、新しい体系的能力や部分的能力を開
発する力であり、管理システム、組織文化（価値観と規範）等が含まれるとされる。こ
れに対して、後者は、特定分野に関する知識やスキルが該当し、企業独自の生産プロセ
ス等がこれに含まれるとされる。Christensen（1996:114-115）も、経営資源を生産的に
活用する特定機能の技術力と、経営資源を活用、開発する組織の全般的なマネジメント
能力を区別している。前者は、研究開発力、生産力、販売力といった機能ごとの能力で
あり、後者は、そうした機能別の能力を統合する組織の全般的な能力とされる。
（Christensen，1996）
従って、経営資源、組織能力と競争優位性との関係は、図１０で示しているようにな
る。
図 10 個別的組織能力、総体的組織能力、経営資源、そして競争優位性の関係
出典：出典:藤田 誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社,P
７１ページ、第 3-1 図 経営資源、組織能力と組織デザインの関連性から一部抜粋
先行研究において、研究開発力、生産力に関する組織能力測定や研究が多かった。し
かしマーケティングを個別の組織能力として捉える研究が少なかった。
特に日本では、マーケティングよりも、製品の開発、製造を重視する傾向があるとい
われてきた。学術界にせよ、実務界にせよ、マーケティングに対する関心度が比較的に
低いのは現実であろう。国立国会図書館の検索システムで「マーケティング」のキーワ
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組織能力
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ードを入力し、出て来た文献数は 55628 件に対して、「開発」で検索した結果は、682477
件もあったということから、学術界がマーケティングよりも開発に注目していることが
分かった34。さらに、実務界で、「トヨタの品質自体が広告だ」のような価値観日本製造
業の代表的な考え方といえるであろう。確かに戦後以降、日本の製造業がものづくりの
強みで国際市場で著しい成長を遂げたが、これからも同じモデルで成長し続けるのは限
らない。現在の中国において、経済の高度成長が終わる傾向が見えるようになり、世代
の変化、国民教育レベルの上昇、マスコミの影響力が強くなりつつあり、そして時々不
安定な日中関係などの背景で、いかに日本の誇りであるモノづくりが、中国の消費者に
認可されるのは、研究すべきテーマである。
また、学術的にも実務にも、よく生産開発、物流、マーケティングを分けて議論され、
関係があまり強くないという印象があるが、実際、消費者満足度をアップするために、
各部門の独自のパフォーマンスと、部門間の即時の情報交換やコンセンサスが大事だと
言えよう。車を買いに、ディーラーに行く例を挙げよう。消費者の前展示されている店
の車は、店に到着前に、バリューチェーンのすべてを経由した。したがって、勝負して
いるのは、セールスマンのセールステクニックや店の対応だけてなく、バリューチェー
ンのすべての勝負であることが主張したい。
「組織能力の構築」に関しても、生産、開発に関する研究が多い。たとえば、藤本(1998)
は、組織能力を構築していく力に着目した。藤本の主張は次のようにまとめられる。組
織能力を継続的に発展させるために，工長，組長，班長からなる現場スタッフにルーチ
ン変更の裁量権が与えられることによって，ある変更が生じたときに市場の審判に先行
して組織内において良し悪しの審判が下る。その結果，市場成果につながらないものは
組織内で事前に淘汰されるという。他方，市場成果に貢献することがわかった場合は，
積極的に他部門に展開される。ということは、生産現場のスタッフによる組織能力の構
築が注目される。
第四節 個別の組織能力としてのマーケティング力35
34 2014 年 1 月 10日時点のデータである。
35 英語でいう marketing capabilities という日本語訳は、ここで「マーケティング力」にす
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１．マーケティングの定義
初期のマーケティングの学者として知られている Fred E. Clark は、1922 年に出版し
た「Principles of Marketing」という本で、マーケティングを以下のように定義した。
「マーケティングは財貨の所有の移転を結果し、それら財貨の物理的な分配を行う努力
から構成される」と述べている。しかしこの定義は、あまりにも抽象的であることが分
かる。
また AMA（アメリカマーケティング協会）では、マーケティングを「生産者から消費
者または使用者に至るまでの商品及びサービスの流れを方向づける企業活動の遂行」と
定義した。この定義は、ビジネスを勉強したことない人々にとっても、捉えにくい定義
だといえる。
日本マーケティング協会によると、マーケティングとは、企業および他の組織がグロ
ーバルな視野に立ち、顧客との相互理解を得ながら、公正な競争を通じて行う市場創造
のための総合的活動である。その総合的な活動とは、組織の内外に向けて統合･調整され
たリサーチ･製品･価格･プロモーション･流通、および顧客･環境関係などに係わる諸活動
をいう（日本マーケティング協会、１９９０）。
一番具体的かつ理解しやすいのは、J.A.Howard（1957）の定義だといえる。彼は、マ
ーケティングを「変動しつつある企業の社会的環境、経済的環境、法律的環境に商品、
販売経路、価格、広告、販売活動、立地などに関するマーケティング諸技術を用いて創
造的に適応していく過程である」と定義した。しかしマーケティングの意味と意義は、
単なるマーケティング・ミックスととらえる人は少なくない。要は、立地（place）、プ
ロモーション（promotion）、製品（product）、価格（price）という四つの要素から構成
され、販売活動にすぎないと思われる。しかし、現代企業のマーケティングは、単なる
販売活動ではなく、製品が広く市場に流通され、販売されるために、企業の対市場対策
活動の全体であり、消費者への全体的な働きかけであるといえる。これは、マネジリア
ルマーケティングとも呼ばれている。近年は、情報システムの発達につれ、マーケティ
ング活動が統合的になって、システムアプローチでマーケティングをとらえる見方が有
力となっている。
る。
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２．競争優位性とマーケティング・ミックス
伝統的なマーケティング・マネージメント論は、競争優位性の構造問題を最適マーケ
ティング・ミックスの形成問題として捉えた。その特徴は、次のような点にみられる。
主要な分析単位はブランドである。
（１）市場での成功の測度としてブランドの売上高、市場シェア、あるいはブランド
についての消費者態度などが取り上げられる。
（２）マーケティング活動は、行為バラメータのレベルで捉えられる。行為バラメー
タとは要素的な活動レベルであって、たとえば品質属性、品質水準、価格水準、広告費、
セールスマン数、販売拠点数、などである。
（３）市場環境としては、特に消費者行動が重視される。ブランド選択についての消
費者心理的な行動過程だけでなく、社会経済属性やライフスタイルによる行動過程の相
違に基づく、市場細分間の異質性が重視される。
（４）競争は、そのブランド市場のすべての売り手の行為パラメータ集計量に対する、
該当企業の行為パラメータの水準の相対比率によって示される。たとえば、産業全体で
の広告費に対する、その企業の広告費のシェアなどはその例である。
本論文では、主に（２）に注目する。つまりブランドに対する消費者の態度に注目す
る。なぜ中国自動車市場で、消費者が、日系自動車とドイツ自動車に対する態度、ある
いはなぜブランドに対するイメージが異なることを分析する。
３．マーケティング力に対する理解
近年、マーケティング分野で、「能力」（capability）の概念と、その能力がパフォー
マンスに与える影響が注目されている。さまざまな定義や実証研究で採用した異なる項
目が見られる。
たとえば、マーケティング力が、統合するプロセスである。つまりマーケティング・
ミックスである。企業が経営資源を利用し、複雑な消費者ニーズを理解する、競争市場
で商品差別化する、優れたブランド力を獲得する能力である。(Day, 1994; Nath,
Nachiappan と Ramanathan, 2010; Song et al., 2007).
Conant, Mokwa, and Varadarajan ,（1990）が、マーケティング力を「競争相手と消
費者に関する知識、市場セグメント、ターゲッティング、価格の設定、広告等に関する
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スキルによる統合的マーケティング活動である」と定義した。Song and Parry（1997a,
1997b)もその定義に基づいて、市場セグメント、ターゲッティング、価格を設定し、広
告等に関するスキルがマーケティング力であると捉えている。
マーケティング活動（商品、価格、流通、広告）に関する知識や資源を経営資源とす
ると、マーケティング力とは、企業がマーケティング・ミックスを実行する能力を指す。
具体的に、必要な経営資源の獲得、経営資源の合理配分を通じて、経営資源を価値のあ
るアウトプットに変更する能力である(Vorhies と Morgan,2005)。
本論文では、藤田の組織能力に関する定義、「組織能力とは、経営資源を蓄積、統合、
活用し、製品・サービスを生み出す力である」（藤田、２００７）と、マーケティング力
に関する先行研究を両方参考しながら、マーケティング力を定義する。
まず、マーケティング力は、企業の部分的な組織能力であることをもう一度強調する。
そして、経営資源と組織能力を区別する。表５が、経営資源と、それぞれの経営資源を
蓄積、統合、活用すること組織能力を区別しているものである。
表５ 経営資源と個別的組織能力
マーケティング
経営資源 組織能力
財務資源 販売費、広告宣伝費 それらの経営資源を蓄
積、統合、活用すること
によって、自社ブランド
イメージをよくにする能
力である。言い換えれば、
現地（中国）消費者の忠
誠度をあがる能力を指
す。
物的資源 商品、流通、販売拠点
人的資源 マーケティング担当者
情報・技術的資源 顧客データ・ベース
開発、生産部門のコミ
ュニケーション
社内のコミュニケーシ
ョンツール
出典:藤田 誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社,P７１ペ
ージ、第 3-1 表 経営資源の例示に基ついて筆者が作成
最後に、マーケティング力の概念を図で説明する。図１１は、部分的な組織能力であ
るマーケティング力を生み出すプロセスである。
図 11 組織能力、経営資源、競争優位性の関係図
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出典:藤田 誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社,P７１ペ
ージ、第 3-1 図 経営資源、組織能力と組織デザインの関連性から一部抜粋と、筆者の加えもの
したがって、本論文では、マーケティング力は、「マーケティングに関するすべての経
営資源を蓄積、統合、活用し、優れたブランド力を獲得し、消費者の忠誠度を高くする
力である」と定義する。
組織能力 競争優位性、
つまり顧客忠
誠度
マーケティングに
関する経営資源
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第四章 ケース・スタディー
第一節 背景
１．自動車のマーケティング過程
橋本（1982）はマーケティング戦略を考察するに当たり、販売過程とマーケティング
過程と二つに分けて考える必要があるとしている。生産過程で創造された価値と使用価
値を流通過程で実現するというのである。流通過程には、使用価値実現過程と価値実現
価値の二つがあり、使用価値実現から価値実現に移行していく中で、「取引以前の過程」、
「取引過程」、「取引後の過程」３過程を経るというのである36。表１４は、自動車メー
カーと自動車ディーラーをそれぞれのマーケティングの役割を示すものである。
表 14 自動車のマーケティング過程
マーケティング空間
取引以前の過程 取引過程 取引後の過程
メーカー ディーラー
出典：橋本（1982）
しかし橋本の見解は不完全だと主張する37。本論文のマーケティング力の概念を「マ
ーケティングに関するすべての経営資源を蓄積、統合、活用し、優れたブランド力を獲
得し、消費者の忠誠度を高くする力である」を述べているように、優れたブランド力を
獲得し、消費者の忠誠度を高くするために、「すべての経営資源」を蓄積、統合、活用し
なければいけないである。単なる表５で示す経営資源だけでなく、消費者が乗用車を購
買する経験、消費者の口コミなども経営資源とするべきである。1990 年代までに、マー
ケティングの主役は企業であった。つまり、ブランド力を高くするには、「企業から消費
者に」といった単一のプロセスであった。しかし現在は、ブランド力を高くするには、
消費者も重要な役割を果たしている。つまり、消費者自身は、企業のブランドを構築す
ることに、力を与えている、ということである。マーケティングのプロセスは、単一で
はなく、双方向のプロセスである。図１２は、ブランド力を高くする二つのプロセスを
示すものである。
36 橋本（1982）「販売過程とマーケティング過程」
37 理論の枠組みは本章の第３にある。
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図 12 ブランド力を高くするプロセス
出典：筆者作成
したがって、橋本（1982）の表は、以下のようなものに修正する必要がある。表１５
は、筆者が主張する自動車のマーケティング過程を示すものである。
表 15 自動車のマーケティング過程
マーケティング空間
取引以前の過程 取引過程 取引後の過程
メーカー ディーラー 消費者
出典：橋本（1982）に基づき筆者作成
したがって、自動車企業のマーケティング力を高くするには、三つの過程があると主
張する。それぞれの過程に、企業が重視すべきことは以下のようになる。
第一に、自動車企業が消費者のニーズを把握する力、製造した自動車の品質、今まで
構築してきたブランド力および今後のブランド戦略である。
第二に、自動車企業がディーラーと協力関係を構築することである。
第三に、乗用車を購買した消費者へのアフターケアである。
２．中国乗用車市場の特徴と分析
第二章は急速に成長している中国の自動車市場を紹介した。その中で、中国市場にい
くつの特徴があることがわかる。
中国における、新車を購買する消費者の特徴は、すでに第二章で説明した。簡単にま
とめると、80％の人にとっては一台目の車である、さらに新車を買う前に、重視する情
報源として、知人、親戚の口コミ、インターネットでユーザーの評価、マスコミの評価
が挙げられる。そして、北京、上海などの大都市（一類都市）では、「自分の社会的地位
を表現」することは、乗用車を購入する際に考える要素の一つであり、一類都市以外、
ブランド 消費者
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特に沿岸部以外の内陸都市では、ブラントより、価格を重視しているとされる。また、
高級車を購入したい消費者にとって、自分の個性や社会地位を表現したいため、ブラン
ドを重視している。量販車を購入したい消費者にとっては、価格を重視しているとされ
る。新エネルギー車は、政府が積極的に推進しているが、中国の消費者は今現在あまり
興味を持っていないことも過去の市場データからわかった。
そして、その特徴の因果関係分析を以下のようになる。
（１） 80％の人にとっては一台目の車であること
車を購入すること
消費者の購買行動は一様ではない。車を購入するときと清涼飲料水を購入するときと
では、費やす時間や情報収集などに大きな違いがある。車のほうが清涼飲料水より値段
が高く、しかも自己表現に大きくかかわっている。そのため、買う際にはリスクが大き
いであろう。消費者は慎重に考え、情報を収集し、購入するブランドを決定するはずで
ある。Henry（1981）は、「関与水準」と「ブランド間の知覚差異」という二つの次元を
使用し、四つのタイプの購買行動を提示している。具体的に、「複雑な購買行動」「バラ
エティー・シーキング」「不協和低減の購買行動」「習慣的な購買行動」である。図 13 は、
Henry による購買行動の類型化を示すものである。
図 13 Henry による購買行動の類型化
関与水準
高 高 低
出典：恩蔵（2004） 「マーケティング論」48 ページ
消費者の関与水準が高くて、ブランド間の知覚差異が大きい場合には、複雑な購買
行動がとられる。まずは信念が形成され、次に評価が行われ、最終的に行動が引き起こ
される（恩蔵、2004）。車を購買することは、この種の行動パターンがとられやすい。消
複雑な購買行動 バラエティー・シーキン
グ
不協和低減の購買行動 習慣的な購買行動
ブ
ラ
ン
ド
間
の
知
覚
高
高
低
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費者が車を買うときは、認知的学習プロセスに従うので、企業は、自社ブランドの特徴
を明確化し、ベネフィットを強く消費者に訴えるべきである。
つまり、自動車企業にとっては、一台目の乗用車を購買する消費者に、自社のブラ
ンドとモデル車種のブランドを明確に消費者に伝えなければならないことである。すな
わち長期的なブランドの構築が重要である。清涼飲料水のように、短期間の一つや二つ
の広告による販売量の増加は困難であろう。
（２）新車を買う前に、重視する情報源として、知人、親戚の口コミ、インターネッ
トでユーザーの評価、マスコミの評価であること
消費者は、広告よりは、自動車メーカー以外の第三者を信用している。その第三者は、
すでに特定したブランドの車、あるいは特定した自動車メーカーのサービスを経験した
人たちであり、または J.D.Power のようなマーケティング調査会社であり、または信頼
できる車の雑誌やインターネットサイトである。一人一人の消費者が、特定した自動車
メーカーに対するイメージまたは好感度は、広告ではなく、経験者から得たものという
ことである。
つまり、自動車メーカーは、長期的に自社ブランドのイメージを明確する上に、ディ
ーラーと協力し、一人一人の消費者にブランドの好感度を与えるべきである。
（3）量販車への価格重視と高級車へのブランド重視
J.D.Power による 2009 年から 2013 年までの乗用車マーケティング調査から、以下の
ことが分かった。中国市場で、一類都市と分類されている上海や北京の消費者が、ほか
の都市の消費者より、乗用車のブランドを重視している。つまり高級感があるブランド
を求めている。一部の二類都市と三類、四類都市では、乗用車の質量と外観も重視して
いるが、多数の消費者価格に一番関心を向けている。したがって、自動車メーカーに与
える提示としては、企業全社のブランドを明確にするうえ、価格に競争優位性がある量
販車とブランドに競争優位性がある高級車を分けて、生産活動やマーケティング活動を
行うべきである。この考えは、ヨーロッパ自動車産業の発展の歴史と日本自動車メーカ
ーの歩みにもある。量産メーカーと高級車メーカーの戦略の違いを各自動車メーカーの
例を挙げて説明する。
高価格、高性能の高級車を専門にしてきたヨーロッパのメーカーは、量販市場をター
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ゲットとするメーカーとはまったく異なるユーザー、まったく異なる市場環境に対応し
ている。
業界関係者や自動車メーカーの経営者の見方は、すべての日米主要メーカーが量産
車メーカーであることで一致している。一方、ヨーロッパの主要メーカーには、量産車
メーカーと高級専門メーカーの両方が存在する（藤本、２００９）。たとえば、アメリカ
の GM、フォード、クライスラー、日本のトヨタ、日産自動車、マツダ、三菱自動車、ホ
ンダ、などが量産車メーカーとして挙げられる。欧州では、フォルクスワーゲン、PSA
（プジョー・シトロエン社）、フィアット、欧州フォード、欧州 GM、ローバー・グルー
プ量産車メーカーであり、高級車専門メーカーとしては、ダイムラー・ベンツ、BMW、ア
ウディ、ポルシュ、ジャガー、ボルボ、サーブが挙げられる。ターゲットを明確にする
ことによって、商品がより消費者の需要を満たし、企業の競争優位性を高めると、マー
ケティング論者が述べてきた。したがって、仮に一つの自動車メーカーが、量販市場と
高級車市場を明確に分けて、車をそれぞれの市場の需要を満足できるように開発、生産、
マーケティング活動を行うことができるなら、競争優位性を高めることが可能である。
本論文では、このような自動車メーカー、つまり量販市場に対する乗用車と高級車市場
に対する乗用車をそれぞれ生産し、マーケティング活動を行うメーカーを二社（フォル
クスワーゲンとトヨタ）挙げる。
ヨーロッパの量販車ブランドと高級車ブランドにそれぞれ強い自動車メーカーが存
在しているのに対して、日本自動車メーカー全体に見れば、同一市場を狙って、複数の
メーカーが対抗車投入するのは現実的である。つまり日本には、「VW 対ポルシェ」とい
った車種グレードによる明確な違いがない。だが、各自動車メーカーを見れば、それぞ
れが量販車と高級車を分けて、モデルを出している。高級車と量産車は同じメーカーで
設計され、製造された。この論理は広告にまで持ち込まれる。たとえばトヨタの高級車
クラウンのキャッチフレーズは「いつかはクラウン」である。その意味は、「乗り始めは
カローラ、次にコロナへ格上げして、いつかはクラウンを買えようになろう」というも
のである（藤本、２００９）。表 16は、二つのタイプの市場とその対応を示している。
表 16 二つのタイプの市場とその対応
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出典：藤本（２００９）７９ページの表に基づき、筆者作成。
３．マーケティングにおけるブランドの位置づけ
本章の第１節は、自動車マーケティング過程について述べた。ここは、それを支持す
る理論の枠組みを整理する。
ブランド
ブランド価値の考え方にはブランドを資産と捉えるブランド・エクイティ論、および
ブランドはアイデンティティと捉えるブランド・アイデンティティ論38の二つがある。
38 アーカーによれば「ブランド・アイデンティティとは、ブランド戦略を策定する上で長期
ビジョンの核となり、ブランド資産の重要な構成次元であるブランド連想を生みだすベースとな
るものである」
量産車 高級車
例 トヨタのカローラ、カ
ムリ
VWのビートル、ボーラ
VW・アウディ
トヨタ・レクサス
日産インフィニティ
ホンダ NSX
目標 市場シェアまたは販
売台数
利益、高価格の維持
利益 不安定 安定
製品の差別化、または
メーカーの対策
・ユーザーのライフス
タイル、イメージ、フィ
ーリングに合わせた全
体コンセプトにより差
別化
・コスト、基本性能に
おいてライバル製品に
対抗
・確立された機能条件
での高性能性による差
別化（たとえば高スピー
ドでの安全性）
・製品コンセプトの一
貫性を維持
・ブランド力の維持
可能な中国の消費者 はじめてマイカーを
購入する消費者
買い替えする、またセ
カンドカーを購入する
消費者
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アーカー(2003)によれば、「ブランド・エクイティとは、ブランド、その名前やシンボル
と結びついたブランドの資産と負債の集合である」としている。またブランド・エクイ
ティの概念を 5つに分類できるとしている。「ブランド・エクイティはブランド自体を流
通性のある資産とみなすことができ、それは５つのカテゴリーに分類される。」と述べて
いる。
第一に、ブランドの認知である。消費者に広く認知されている。ブランドを安心して
購入する傾向にある。したがって知名度の高いブランドはそうでないブランドに比べて
大きなチャンスを持っているといえる。
第二に、知覚品質である。顧客が品質に対して下す評価のことを指し、メーカーが考
える品質と消費者による評価はしばしば乖離する。消費者から認知された品質がブラン
ドにとって価値がある品質といえる。
第三に、ブランド・ロイヤリティである。消費者のブランドに対する忠誠度のことで
ある。新規顧客を開拓するにはコストがかかる。ロイヤルティーが高い既存顧客はブラ
ンド基盤を強固なものにする。
第四に、ブランド連想である。ブランドに結び付けられた連想によってブランドポジ
ションをより強固にすることができる。
第五に、他の所有権のあるブランド資産である。商標権、特許権、顧客とのつながり
のことである39。
つまり、ブランドを構築することは、ブランドの認知度、消費者が製品に対する評価、
そして忠誠度を上げることである。
マーケティングにおけるブランドの位置づけ
近年、ブランド・エクイティ論が広まり、ブランドに対する見方が変化してきた。か
つては、ブランドは四つの Pからなるマーケティング・ミックスにおける製品の要素に
すぎなかった。しかし、ブランドの重要性が認識されるとともに、ブランドは、四つの
Pと並べ、マーケティングの要素となった。さらに、一部の企業では、四つの Pよりも
ブランドが重視されるようになった。この種の企業は、ブランドの力で競争を有利に進
めた。この論点は、本論文のマーケティング力の内容と一致している。図１４は、本論
文で主張する四つの Pとブランドの関係を示すものである。
39恩蔵（2004）「マーケティング論」の内容に基づき、筆者がまとめたもの
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図 14 ブランドと四つの Pの関係
出典：恩蔵（2004）「マーケティング論」99 ページ
つまり、ブランドを構築するにあたって、ブランド力は、流通、価格、製品そしてプ
ロモーションによって実現することである。たとえば、量販車の場合では、製品ライン
やプラットフォームを共用することで、多数のモデルを共通する流通システムの利用す
ることで、コストを下げられ、量販車を求める消費者の需要を満たすことができる。多
数の消費者の需要を満たすことができたら、製品が消費者のなかで、特定のブランド・
イメージを植え付けることができるであろう。高級車の場合は、製品の高品質を追求し、
独特の流通システムと価格設定を行い、製品の高級イメージに応じた広告やイベントを
作り出すことで、高級車ブランドを維持することができるであろう。
４．マーケティング力とブランドとの関係
本論文の表５、経営資源と個別的組織能力の関係図をもう一度見てみる。
流通 価格
製品 プロモーション
ブランド
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表 5 経営資源と個別的組織能力の関係図
出典：出典:藤田 誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社,P
７１ページ、第 3-1 表 経営資源の例示に基ついて筆者が作成
本論文では、マーケティング力を、「マーケティングに関するすべての経営資源を蓄積、
統合、活用し、優れたブランド力を獲得し、消費者の忠誠度を高くする力である」と定
義する。つまり、時間をかけて、経営資源を「蓄積」することによって、ブランドを育
成するという意味合いがある。ブランドの育成方法は、マーケティングに関する経営資
源を統合、活用することによって、ブランド力を強化することである。
第二節 ケーススダディ
本章の前半は、自動車のマーケティング過程について述べた。したがって、本論文の
ケース・スダティは、自動車企業を日系自動車の二社（トヨタとホンダ）とフォルクス
ワーゲンあげて、三つの過程から、各企業のマーケティング力を比較、分析する。表 17
は、本論文で自動車のマーケティング過程を示すものである。
マーケティング
経営資源 組織能力
財務資源 販売費、広告宣伝費 それらの経営資源を蓄
積、統合、活用すること
によって、自社ブランド・
イメージをよくする能力
である。言い換えれば、
現地（中国）消費者の忠
誠度をあげる能力を指
す。
物的資源 商品、流通、販売拠点
人的資源 マーケティング担当者
情報・技術的資源 顧客データ・ベース
開発、生産部門のコミ
ュニケーション
社内コミュニケーショ
ンチャネル
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表 17 自動車のマーケティング
マーケティング空間
取引以前の過程 取引過程 取引後の過程
メーカー ディーラー 消費者
出典：橋本（1982）に基づき筆者作成
１．トヨタ自動車とフォルクスワーゲンの紹介
トヨタ自動車
トヨタ自動車は、世界最大手の自動車メーカーであり、ダイハツ工業と日野自動車を
含めたトヨタグループの2012年 (平成24年) 世界累計販売台数は974万7762台である。
2008 年の世界販売台数は、リーマン・ショックが原因で 897 万 2000 台と前年より 4%減
少したが、現在、生産台数世界一に続いて販売台数でも世界一になり、生産・販売台数
の面で共に世界最大手の自動車メーカーとなった40。
トヨタ自動車の歩みを紹介する。
1867 年 慶応 3年 豊田佐吉 誕生
1936 年 昭和 11 年 トヨダ AA 型乗用車 発表
1955 年 昭和 30年 トヨペット・クラウン、トヨペット・マスター、クラウン・デラ
ックス発表
1957 年 昭和 32 年 国産乗用車 対米輸出第 1号（クラウン）
米国トヨタ自動車販売（株） 設立
1966 年 昭和 41 年 カローラ発表
1999 年 平成 11 年 国内生産累計 1億台達成
2000 年 平成 12 年 中国 四川トヨタ自動車（有）生産開始
2001 年 平成 13 年 フランス TMMF（Toyota Motor Manufacturing France S.A.S.）
生産開始
中国 天津トヨタ自動車（有）生産開始
2005 年 平成 17 年 LEXUS 全国で開業
2008 年 平成 20 年 プリウス販売累計 100 万台達成
40http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%A8%E3%82%BF%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%
8A#.E6.A6.82.E8.A6.81
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2010 年 平成 22 年 プリウス販売累計 200 万台達成
テスラとトヨタ、電気自動車開発で提携
2011 年 平成 23 年 ハイブリッド車販売累計 300 万台突破
2012 年 平成 24 年 ハイブリッド車販売累計 400 万台突破41
（２）フォルクスワーゲン（VW）
フォルクスワーゲン（ドイツ語: Volkswagen AG ）は、ドイツのニーダーザクセン州 ヴ
ォルフスブルクに本社を置く、自動車メーカーである。1937 年 5 月 28 日 アドルフ・ヒ
トラーの意を受け、フェルディナント・ポルシェの開発した車を生産する目的でドイツ
国民車準備会社として設立された。1938 年 9 月 16 日 国民車製造会社と名称変更。1945
年に発売されたタイプ１が大ヒットとなり、累計 2000 万台以上が販売されました。流線
型のフォルムと愛らしいデザインは、現在でもニュービートルとして消費者に人気がる。
傘下の企業を合わせてフォルクスワーゲングループを構成する。
VWは複数のブランドを効率よく活用し、ブランド間の相乗効果を生み出している。VW
のブランドとしては、スカニア（スウエーデン）、VW、アウディ（ドイツ）、ベントレー
（フランス）、ランボルギーニ（イタリア）、ブガッティ（フランス）、シュコダ（チェコ）、
せアト（スペイン）などあげられる。１９６４年に買収したアウディは、VWに高級ブラ
ンドと量販車ブランドの相乗効果を生み出してきた。
たとえば、1973 年にビートルが深刻な販売不振に見舞われた際に、VW はアウディの前
輪駆動技術と水冷式エンジン技術を活用し、パサート、シロッコ、ゴルフ、ポロを売り
出し、危機から脱出した。1973 年にアウディ 80 の車体と共通部品を使用した VW のパサ
ートが販売された。ビートルの後続モデルとして、1974 年にゴルフが市場に売り出され
た。VW は 1990 年にスペインの自動車メーカーであるせアトの株を 100％取得し、ブラン
ドの拡張を図った。1991 年にはチェコの有名ブランドであるシュコダを傘下に収めた。
VWはシュコダを利用し、東欧と新興国の量販車市場の開拓に成功している。
VWは積極的に海外進出をしてきた。海外の生産拠点は、ヨーロッパ、アジア、アメリ
カなどに約 60 箇所がある。VW の従業員は世界中に約 37 万人にも上がる。1984 年には中
国の上海に進出し、その翌年にサンタナを生産し始めた。中国は VW にとって、最大の海
41 http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/から一部一部抜粋
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外生産基地となっている。中国市場の市場成長により、VW が生産拠点を拡充し続けてき
た。ＶＷは2018年までに中国国内の生産台数を400万台に引き上げる計画となっている。
表１８は中国にある VWの生産拠点と生産されている車種を示す表である。
表 18 中国における VW の主要生産基地と生産車種
工場の所在地 生産車種
長春（一汽 VW） 第一工場 ジェッタ、ニューボー
ラ、アウディ A6L
第二工場 サギター、マゴタン、
ゴルフ
アウディ工場 アウディ A4L、アウデ
ィ Q5
成都（一汽 VW） 第三工場 ジェッタ
佛山（一汽 VW） 第四工場 せアト・イビザ
上海（上海 VW） 第一工場 ポロ
第二工場 サンタナ 3000、ゴル、
ラヴィダ
第三工場 パサート、トゥーラン、
シュコダ・オクタビア、
シュコダ・ファビア
南京（上海 VW） 第四工場 サンタナビスタ
儀征42（上海 VW） 第五工場 ポロ、シュコダ
出典：朴 泰勲（2011）『戦略的組織間協業の形態と形成要因―中国におけるフォルクスワーゲンと現代自
動車』ページ 56 の表に基づき筆者作成
２．トヨタと VW のマーケティング過程の分析
（１）取引以前の過程
①品質
日系乗用車は品質、アフターサービス、燃費面において中国で高く評価されている。
42 VW の新工場、2013 年に稼働開始。年産 30 万台。
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2010 年 J．D．POWER による品質調査43では、全 11 セグメントのうち日本車は 7セグメン
トでトップを獲得した。同じくアフターサービス調査では、主要日系ブランドはいずれ
も平均値を上回ったばかりでなく、トップ３はいずれも日系ブランドであった。つまり
日系乗用車の品質は高いということである。表は、2012 年 J.D.Power によるセグメント
別の品質トップのモデルを示すものである。
図 15 セグメント別の品質トップのモデル（2012）
出典：関（2013）「日系自動車メーカーの中国戦略 これまでの成果と向かうべき方向」
②ブラント力
日系自動車を代表するトヨタは、大手ブランド・コンサルティング会社インターブラ
ンド44による２０１３年世界ブランドランキングによると、今年トップ 10 入りした自動
車ブランドはトヨタ 1社のみとなったことが分かった。つまりトヨタは、世界自動車ブ
ランド価値で最高の自動車企業である。加えて、生産台数世界一に続いて販売台数でも
世界一になった。それに対して、世界一位の中国自動車市場でトヨタの生産量、販売量、
ブランド力は、一位ではないと思われる。それは、同様な企業に対するブランドイメー
ジが、国や地域によって異なってくるからである。この点について、電通のブランド診
断サービスである Brandex のデータに基づいて、分析を行う。
Brandex は、アジアの主要都市を中心に、ロサンゼルスなどの欧米の地域を加え、1000
43 2012 年７～９月に中国の 37 都市で行った調査。2009 年６月～2010 年８月に新車を購入し
た消費者を対象に、購入した 147 モデルに対して、不具合指摘件数を算出し、少ない順に並べ替
えたもの。回答数は１万 4,127 件。
44 ニューヨークに本部を置く世界的なブランド・コンサルティング会社である
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を超えるブランドについて、各ブランド 300 人に対して、ブランド・イメージに関する
を行っている。2003 年、2004 年、2005 年度の調査データを利用している。主要な自動
車メーカーのブランドを「詳しく知っている」あるいは「一通り知っている」と答えた
人のブランド・イメージのデータを分析の対象とした。
図 16、図 17 は、Brandex の 18 のキーワードについての因子分析の結果であり、2003
年の東京と上海のデータを別々に分析したものである。つまり、消費者が乗用車のブラ
ンドをどのように見ているかを示している。図を見ればわかるように、上海の消費者と
東京の消費者は同じものを見ていても、まったく異なった認識構造から、各ブランドを
理解している。東京の消費者はそれぞれのブランドの特徴を識別する言葉をすでに獲得
しており、「違いがわかる」消費者であることが、各ブランドを示す線がもつれたように
なっていることが分かった。一方、上海の消費者は、外資自動車メーカーとして最も早
く進出したフォルクスワーゲンに特別な思いを持っているが、その他のブランドのイメ
ージについてはほぼ同様なものと理解している45。
図 18 は、トヨタの各都市でのブランド・イメージを示すものである。2005 年に、ト
ヨタに対するブランド・イメージは、主要都市の区別を見てみると、上海と北京では、
ほかの都市より各項目の値が低いことが分かった。北京において、トヨタのブランド・
イメージは上海よりまた若干低いことが分かった。
45古川 一郎（2006）「ブランド成長プロセスから考える ブランド・マネジメントの課題」の
内容に基づき筆者がまとめたもの
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図 16 ブランド・イメージ（東京、2003）
出典：古川 一郎（2006）「ブランド成長プロセスから考える ブランド・マネジメントの課題」
図 17 ブランド・イメージ（上海、2003）
出典：古川 一郎（2006）「ブランド成長プロセスから考える ブランド・マネジメントの課題」
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図 18 ブランド・イメージ（トヨタ、2005）
出典：古川 一郎（2006）「ブランド成長プロセスから考える ブランド・マネジメントの課題」
LA やシンガポールのような成熟した自動車市場の消費者は、複数の車種、ブランドを
体験し、その経験をもとに、ほかのブランドを評価し、ブランド・イメージを形成して
いる。それに対して、未成熟な市場、たとえば中国市場では、80％の消費者が人生の初
めての乗用車を購買するので、ブランド・イメージの源は、自身からの経験ではなく、
外部の影響を受けてづけられたものである。
③中国消費者のニーズを把握する力
近年中国沿海部の都市を中心に自動車が普及してきた。だが第二章の先行研究にも触
れたように、二類、三類、四類都市の消費者が乗用車、特に低価車に対する需要が大き
い。低価車は民族系自動車企業の強みであって、外資車は、未だに価格競争力は低いと
思われる。しかしその需要を見逃すことはできないであろう。日系自動車と VW は、この
大きいな低価車市場をどのように対応するのかを見てみる。記事と記事は、VW とトヨタ
の低価車に関する記事である。
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記事 2 VW「50 万円車」の破壊力46 2012 年 10 月 31 日
記事 3 トヨタ、低価格モデルで中国市場での巻き返し目指す47 2013 年 04 月 22
日
両方とも低価車モデルを出すことであるが、VWは 2012 年から低価車を検討していて、
2014 年ＶＷの低価格車ブランドの立ち上げは２０１４年に達成する見込みである。トヨ
46 http://business.nikkeibp.co.jp/article/topics/20121026/238639/?rt=nocnt
47 http://jp.reuters.com/article/businessNews/idJPTYE93L03P20130422
トヨタ自動車は、中国で「ヴィオス」、「ヤリス」モデルを低価格エントリ
ーレベル向けに刷新し、同国市場での巻き返しを目指す。トヨタ中国法人の
責任者、大西弘致氏は２１日、上海モーターショーで記者団に対し、米国、
欧州、日本では「ヴィオス」、「ヤリス」モデルは比較的好調だが、中国では
まだ十分な成長が見られていないと指摘。尖閣諸島をめぐる日中間の対立に
よる影響で昨年中国販売が打撃を受けたトヨタにとって、モデルの刷新は同
市場での巻き返しに向けた戦略の柱となる。大西氏は、新たな低価格モデル
を通じて、日中間の対立で失われた事業を取り戻すのに少なくとも１年はか
かる可能性があるとの見解を示した。
欧州最大の自動車メーカー、独フォルクスワーゲン（VW）が新興国を
中心に、価格が 50 万円前後の超低価格車を発売する見通しとなった。ブ
ラジルで 10 月 22 日に開幕した「サンパウロ・モーターショー」を視察
中の VW 研究開発担当のウルリッヒ・ハッケンベルク取締役らが、現地で
本誌記者などに明らかにした。同氏は、「中国では現地メーカーなどが
6000 ユーロ（約 63 万円）前後の自動車を販売するなど、従来の小型車よ
りも安い超低価格車の市場が（新興国）各国で立ち上がりつつある。VW
も、この分野への参入を検討中だ」と語った。
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タは、2013 年に、尖閣諸島の問題で、打撃を受けたため、低価格モデルで中国市場での
巻き返しを「目指す」ということである。VWは積極的に低価車市場を進出しようとする
一方、トヨタはやや受け身的な考えがとられる。また、「日本車は、 日系メーカーは低
価格車に有限な経営資源を集中させるのではなく、付加価値の高い車・サービスを提供
していくことに注力すべきである」という主張も少なくない（関、2013）。実際、VW は
すでに 2009 年から動きを開始した。「ジェッタ」は日本勢を 1 万元程度下回る 7.58 万
元～で販売されており、2009 年の販売台数は 22.5 万台と好調である。また、VW のほか、
GM がシボレーブランドで販売する「スパーク」は韓国の大宇のエンジンを積んだ車種で
あるが、4.18 万元～という低価格を実現している。現代自動車の「エラントラ」はミド
ルサイズのセダンとしては低価格といえる 8.98 万元～で販売されており、2009 年は
41.1 万台の販売を記録し、現代自動車のシェア拡大の原動力となった48。
また、高級車分野での日系車と VWを分析する。
トヨタの高級車であるレクサス(Lexus) は、トヨタ自動車が北アメリカ、ヨーロッパ、
アジア、アフリカ、オセアニアなどの全 65 か国で展開しているブランドである。グロー
バルブランドスローガンは「AMAZING IN MOTION」（いくつもの、想像を超える感動を）
である。1989 年のブランド設立以来、レクサスは主に北米の高級車マーケットにおいて
一定の地位を築いた一方、日本では根強い舶来品信仰の影響もあって高級車マーケット
の中心は依然としてそれら欧州車の独壇場にあった。中国でも、高級車といえばアウデ
ィ、BMW などを代表的であって、トヨタが作った高級車として、広く認められているわ
けではない。レクサスの中国販売は 2012 年に約６万台で、高級車販売では独アウディ、
ＢＭＷ 、メルセデス・ベンツに次ぎ第４位。上位３社の独メーカーは、1999 年までに
は現地生産を開始しており、販売台数の 75％はすでに現地生産となっている。中国では
輸入車に最低 25％の関税がかかり、トヨタ自動車はレクサスブランドを日本で生産して
輸出しているため、この分が上乗せされている。ＢＭＷやメルセデス・ベンツ などの高
級車を求める人が増え、世界の自動車メーカーは価格競争力をつけるため、現地生産に
踏み切り出している。レクサスについては現地生産の時期が未定で、今後の需要拡大を
うまく取り込めるか、懸念する声が出ている49。理由としては、以下のようになる。
「いろいろ説明をしなければ理解できないような非常にわかりにくい訴求」
48住友信託銀行 調査月報 2010 年 6 月号 日系自動車メーカーの中国市場での成長課題
49 http://www.bloomberg.co.jp/news/123-MOMW3S6JIJUU01.html
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「デザインには、高級車らしい押し出し感が弱い」
「特徴がなく退屈」
「トヨタブランド車との違いが分かりにくい」
それに対して、アウディは、中国での進出は、成功だと思われる。
その理由の核にあるのは、もちろん商品の魅力にほかならない。「技術による先進」
というキーワードのもと、メルセデス・ベンツや BMW といったライバルとの差別化を、
先進的なエンジニアリングやデザインによって実現してきたこと。そして同時に市場が
求めるものは何かを把握し、それを正確なタイミングで、的確な市場へと導入すること
においても、アウディの積極的な戦略は、非常に高い評価を得ている。2011 年に単一市
場として、ついに世界最大の市場となった中国。全販売台数の 31万 3036 台は、前年比
で 37.3％のプラス。アウディは、中国で早くから現地企業との合弁による現地生産を進
めており、同時に中国市場での志向性を反映したモデルを積極的に開発、投入してきた。
「A6」や「A4」のロングホイールベースモデルなどは、その典型的な例。2011 年後半に
は、長春工場の増設が完了し、その生産能力が大幅に拡大したことも、この急成長の大
きな要因となったのは確かだ50。
（２）取引過程：自動車ディーラー
J.D. Power が毎年中国で、SSI（Sales Satisfaction Index）調査を行っている。こ
の調査は、消費者が乗用車を購買する際に、ディーラーに対する満足度に関する調査で
ある。調査項目としては、購買過程、購買時間、ディーラーの設備、セールスマン、契
約書類、購買条件、購買開始といったものである。基本的には、乗用車を購買する時、
消費者がディーラーのサービスに対する満足度を表す調査である。東風日産のディーラ
ーである４ｓ店51が、2012 年にランキングの 2位にあり、2013 年に一位を占めた。ほか
の日系乗用車４ｓ店も、それぞれ前十位に入っていることが、J.D. Power の調査からわ
かった。つまり、日系メーカーのディーラーが、消費者が乗用車を購買する際のサービ
スが強みであることが分かった。
（３）取引後の過程：消費者の評価（アフターサービス）
50 www.autocar.jp「アウディ大研究」
51 中国において自動車メーカーのディーラーのこと
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同じく米 J.D.パワーが、2012 年２〜５月に 37 都市で、2010 年２月
〜2011 年５月に新車を購入した消費者を対象に、整備や修理など正規販売店のアフタ
ーサービスに関する顧客満足度を調べたところ、主要日系ブランドはいずれも平均値を
上回った（図表 13）。さらに、平均を上回った 23 ブランドのうち、トップ３はいずれも
日系ブランドであった。
図 19 アフターサービスの顧客満足度ランキング
出典：関（2013）「日系自動車メーカーの中国戦略 これまでの成果と向かうべき方向」
第三節 結論
自動車マーケティング過程において、三つの過程から日本自動車メーカーのマーケティ
ング力を考察した。取引以前の過程において、品質、ブラント力、中国消費者のニーズを
把握する力を見てきた。日本自動車メーカーは、品質の面で優れているが、ブランド力や、
中国消費者のニーズを把握する力は VW ほど強くないことが分かった。また、取引過程と取
引後の過程において、日系自動車メーカーは、優位性を持っていることが分かった。した
がって、日系自動車企業にとって、課題になっているのは、ブランド力と中国の消費者の
ニーズを把握する力である。これからこの二つのマーケティング力を構築しなければいけ
ないと主張する。
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第五章 終わりに
第一節 中国自動車市場において、日本企業今後への示唆
本論文は、組織能力のアプローチから、日本自動車企業の中国シェア不振を分析し
てきた。結論として、自本自動車企業は、品質、ディーラー、アフターサービスに強み
があるが、ブランド力が今後強化するべきである。したがって、現在の強みを維持し、
ブランド力を強化し、日本自動車企業は、再び市場シェアの一位を占めるのは可能であ
ろう。
第二節 本論文の貢献と不足
まず、本論文は、中国の自動車市場を詳細に紹介した。そして、マーケティング力
を定義し、自動車のマーケティングを分析するフレームワークを提示した。さらに日本
自動車企業のシェアが低下しつつあることを、マーケティング力のアプローチから分析
した。最後に、日本自動車メーカー今後のするべきことを示唆した。
不足として、現地調査や、イーンタビューのような一次データがない、また、事例
分析は不十分であり、さらに結論は新発見ではない等々のことである。
第三節 謝辞
藤田先生をはじめ、藤田ゼミの各先輩、古田さん、松野さん、吉沢さん、小沢さん
の親切な指導の下で本論文を書き終わりました。拙作でありながら、学生時代の最後の
思い出になりました。心から感謝を申し上げます。
65
参考文献
本（日本語）
恩蔵直人（２００８）『マーケティング論』 放送大学教育振興会。
川原英司（２０１１）『自動車産業 次世代を勝ち抜く経営』日経 BP 社
塩地洋（２００７）『転換期の中国自動車流通』蒼蒼社。
下川浩一（２００９）『自動車産業 危機と再生の構造』中央公論新社。
下川浩一（１９９７）『マーケティング:歴史と国際比較』 文眞堂。
下川浩一（１９９７）『日米自動車産業 攻防の行方』 時事通信社。
下川浩一（１９９１）『マーケティング―歴史と国際比較』文眞堂。
関満博（２００８）『中国自動車産業と日本企業』新評論。
田村正紀（１９９６）『マーケティング力』千倉書房。
土屋勉男（２０１０）『世界自動車メーカー どこが生き残るのか』ダイヤモンド社
朴泰勲（２０１１）『戦略的組織間協業の形態と形成要因―中国におけるフォルクスワーゲン
と現代自動車』白桃書房
藤田誠（２００７）『企業評価の組織論的研究―経営資源と組織能力の測定』中央経済社。
藤本隆宏（２００９）『製品開発力―自動車産業の「組織能力」と「競争力」の研究』ダイヤ
モンド社。
藤本隆宏（１９９７）『生産システムの進化論―トヨタ自動車にみる組織能力と創発プロセス』
有斐閣
丸川知雄, 高山勇一（２００５）『グローバル競争時代の中国自動車産業』蒼蒼社。
吉川勝広（２０１２）『自動車流通システム論』同文舘出版。
孫飛舟（２００３）『自動車ディーラー・システムの国際比較』 晃洋書房。
周磊（２０１１）『中国次世代自動車市場への参入戦略』日経 BP 社 。
Barney ,J．B(2002) gaining and sustaining competitive advantage,2nd edition, Prentice
Hall （岡田正夫訳（２００３）『企業戦略論（上、中、下）』ダイヤモンド社）
Gary Hamel and C. K. Prahalad, Competing for the Future, Harvard Business School Press,
1994, p. 202.（一條和生訳『コア・コンピタンス経営』日本経済新聞社，1995 年，258－２５
９ページ。）
Geoffrey Jones（２００５）Multinationals and Global Capitalism: From the Nineteenth to
the Twenty-first Century Oxford University Press（安室 憲一 、梅野 巨利訳『 国際経
66
営講義―多国籍企業とグローバル資本主義』 有斐閣 ２００７）
Philip Kotler（１９８２）Marketing Management（恩藏直人＝監修／月谷真紀＝訳（２００
１）『コトラーのマーケティング・マネジメント』）
論文（日本語）
青木幹喜（２００３）「日本企業の組織能力と財務的業績 : 日本の製造企業を対象にした実証
研究」 『経営論集 5』
遠藤健哉（２００７）「日本企業におけるイノベーションと組織能力」『三田商学研究』
太田原準（２０１３）「組織能力形成における TQC の役割─自動車企業の事例」『同志社商学』
第６４巻 第５号
金永洙‎（2010）「トヨタの中国進出と生産ネットワークの構築」『桜美林経営研究』創刊号
久保知一（２００４）「2つの組織能力とマーケティング戦略 : 日本企業のレント創出メカニ
ズムの実証分析」『三田商学研究 』
小出琢磨（２０１０）「組織能力の位置づけの整理とフレームの提示: 資源ベース・アプロー
チの立場から」『経営行動科学学会年次大会 : 発表論文集』
関 辰一（２０１３）「日系自動車メーカーの中国戦略 これまでの成果と向かうべき方向」
『J R I レビュー』 Vol.6, No.7
遠山暁（2007）「企業革新におけるダイナミックケイパビリティ」『組織能力形成のダイナミッ
クス』中央経済社
中橋國蔵（2007）「組織能力と個人知識」遠山暁（編者）『組織能力形成のダイナミックス』中
央経済社
藤田誠（１９９７）「経営資源と組織能力」『早稲田商学』第 375 号
藤田誠（１９９７）「企業評価と経営資源・組織能力」『税経通信』
古川一郎（２００６）「ブランド成長プロセスから考える ブランド・マネジメントの課題」ad
studies,VOL１１６
古川 澄明（1997）「ドイツ自動車産業の対中国戦略の転機について : Volkswagen グループを
事例として」『東亞経濟研究』
日本貿易振興機構（ジェトロ）（2012）「中国自動車業界 市場調査報告書（上海発）」
王平（２０１２）「备战 2020 中国汽车市场」 McKinsey & Company
67
論文（中国語）
田江艳（２０１０）「日中自動車産業発展モデルの比較」『世界地理研究』第１期
徐永利（２０１２）「日本の自動車産業のバリューチェーンと中国での浸透」『日本問題研究』
Vol. 26 No. 4
危高潮（２００９）「我国汽车销量主要影响因素的分析」『西安财经学院学报』Vol1 22 No1 6
石角昌纪（２００３）「日本汽车企业在华战略中得到的教训」『現代管理科学』２００３年１０
期
J.D. パワー アジア・パシフィック 「2012 年中国自動車セールス満足度（SSI）調査」
J.D. パワー アジア・パシフィック 「2013 年年中国自動車セールス満足度（SSI）調査」
論文、本（英語）
A. Al-Aali(2013) “Marketing capability and export performance: The moderating effect
of export performance” S.Afr.J.Bus.Manage.2013,44(3)
Andreas Engelen （ 2011 ） “DOES CORPORATE SOCIAL RESPONSIBILITY FOSTER MARKETING
CAPABILITIES? AN INTERNATIONAL PERSPECTIVE” American Marketing Association
Barney J.B. (1991) “Firm resources and sustained competitive advantage”, Journal of
Management, 17 (1), pp. 99–120
European Automobile Manufacturers Association,（2013）“The Automobile Industry Pocket
Guide2013” ACEA
Fred E. Clark（1922）『Principles of Marketing』Macmillan
George S,D.(2011)“Closing the Marketing Capabilities Gap” Journal of Marketing Vol.
75, 183–195
Hult,G.T.M., Ketchen D.J.Jr, Slater S.F, (2005). “Market orientation and performance:
An integration of disparate approaches”, Strategic Management Journal,26(12), 1173–1181.
Liem Viet Ngo （2012）“Performance implications of market orientation, marketing
resources, and marketing capabilities” Journal of Marketing Management Vol. 28, Nos.
1–2, February 2012, 173–187
Lianxi Zhou, Aiqi Wu, and Bradley R. Barnes(2012) “The Effects of Early
IntemationaKzation on Performance Outcomes in Young International Ventures”American
Marketing Association Vol. 20, No. 4, 2012, pp. 25-45
68
Marios T, John K& Evangelia K（2012）“Strategic orientations, marketing capabilities
and firm performance: An empirical investigation in the context of frontline managers in
service organizations” Industrial Marketing Management 41(7), pp. 1058–1070
Morgan,N.A.,Vorhies,D.W.,Mason,C.H.,(2009).“Marketorientation,marketing
capabilities and firm performance”. Strategic Management Journal,30(8), 909–920.
Michael Song, Robert W. Nason, and C. Anthony Di Benedetto(2008)“ Distinctive Marketing
and Information Technology Capabilities and Strategic Types: A Cross-National
Investigation” Journal of International Marketing Vol. 16, No. 1, 2008, pp. 4–38
Michaela D. Platzer Glennon J. Harrison(2012)“The U.S. Automotive Industry: National
and State Trends in Manufacturing Employment Cornell University ILR School Federal
Publications
Patriya,J.(2011)“CAPABILITIES AND ENVIRONMENTAL SUSTAINABILITY:A CONCEPTUAL
FRAMEWORK” American Marketing Association
Thomas,L.P,Jeffrey J.L(2010) “Adaptation of Marketing Mix Elements in International
Markets” Journal of Global Marketing, 23:65–79, 2010
Wayne S. DeSarbo, C. Anthony Di Benedetto, Michael Song, (2007) “A heterogeneous
resource based view for exploring relationships between firm performance and
capabilities”, Journal of Modeling in Management, 2(2),103–130.
ホーム・ページ：
中国自動車工業協会統計情報ホームページ http://www.auto-stats.org.cn/
一般社団法人 日本自動車工業会ホームページ http://www.jama.or.jp/index.html
日本マーケティング協会ホームページ http://www.jma2-jp.org/main/
盖世汽车网 ホームページ http://auto.gasgoo.com/data-analysis/
日本経済産業省ホームページ http://www.meti.go.jp/statistics/
J.D. Power 中国ホームページ http://china.jdpower.com/
